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第1章 緒論 

1－1． 核磁気共鳴（NMR）分光分析計について 

スピン量子数 ≠ 0 の原子核は磁気双極子モーメントを持つが、磁場中においてこの磁

気双極子モーメントは、磁場強度に応じて一定の周波数で歳差運動をする。この周波数

をラーモア周波数と呼ぶ。この原子核に対してラーモア周波数と同じ周波数の電磁波を

照射すると磁場と原子核間とで核磁気共鳴（Nuclear Magnetic Resonance）現象が起こる。

また磁場中の原子核はゼーマン効果により 2I+1 個のエネルギー準位に分裂する。この

エネルギー準位間のエネルギー差は、ラーモア周波数と同じ周波数を持つ光子のエネル

ギーと一致し、核磁気共鳴時にはラーモア周波数と同じ周波数の電磁波の吸収と放出が

おこる。原子核周辺の電子密度 （例えば隣接原子間の距離や隣接原子の種類や電子状態

等）によって、注目する原子核のラーモア周波数

は変化する。そのため、核磁気共鳴による物質を

構成する原子の原子核のラーモア周波数の変化

（周波数スペクトル）を測定することによって、

化合物の構成原子種や分子立体構造に関する詳細

な情報が得られ、化合物の分析・同定の手法とし

て広く活用することができる。このように、核磁

気共鳴を利用して原子核のラーモア周波数の変化

 

図 1．核磁気共鳴分光を行う専
用分析装置である核磁気共鳴分
光計（NMR 分光装置）の例。 
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を分光する測定法は核磁気共鳴分光法（NMR 分光法）と呼ばれる。この NMR 分光を

行うために作られた専用分析装置が NMR 分光装置である （図 1）。多くの種類やスペッ

クを持つ NMR 分光装置が製造・販売されている。合成分子や天然有機分子、生物有機

分子といった様々な分子種の立体構造を直接的に決定する手法の 1 つとして、物質研究

になくてはならない化学分析手法として幅広く日常的に利用されている。 

現在、最も利用されている NMR 分光装置は、超電導マグネットを用いたフーリエ変

換型 NMR 分光装置（FT-NMR）である。NMR は開発当初より検出感度を向上させるた

めの様々な研究開発が進められてきた。しかし、NMR 分光装置は基本的にラジオ波の

吸収分光装置であるため、検出感度を劇的に向上させることが難しく、一般的に数 mM

程度の測定試料濃度が必要である。一方、質量分析装置は nM 程度の極低濃度の試料を

検出可能であり、質量分析に比べると NMR 分光装置の検出感度はその 10-6 程度となっ

てしまう。 

昨今の研究現場では、用意できる試料量が少なくなっている分野も多く、これらの分

野に対応する為に NMR 分光装置の検出感度を向上させるには、主に 2 つの手法がある。

1 つ目はマグネットの磁場強度を大きくすることで信号強度を強める方法であり、2 つ

目は検出器回路を冷却する事で、バックグランドノイズ（主に電気ノイズ）を低減する

方法がある。このように高磁場と高感度冷却検出器（NMR 装置の場合にはプローブ

（Probe）と呼称される）を持つ NMR 分光装置は、一般にハイエンド NMR 分光装置と
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呼ばれる。通常型の NMR 分光装置に比べて非常に高価 （1 億円～数 10 億円）であるた

め、各大学・研究機関においては限定的にしか導入されていない。そのためこれらのハ

イエンド NMR 分光装置は、機器の共用システムを通して共有研究設備として運用・活

用していくことが必要である。即ち所属する部門や部局、大学や機関にかかわらず、必

要としている研究者が必要とするハイエンド NMR 分光装置に容易にアクセスできる環

境を整備することが非常に重要である。加えて、NMR 分光装置はサンプルを試料管で

保護して装置内に導入する事で装置へのサンプル汚染が少ないという特徴があるため、

比較的簡単に遠隔操作による測定などを実施する事ができる。そのため NMR 装置は、

遠隔操作によるリモートシェアリングも含めて、広い範囲での共用に適した装置群でも

ある。 

1－2．大阪大学における機器共用システムと NMR 装置群の共用化に関して 

大阪大学理学研究科における機器共用の歩み 

大阪大学理学部における機器共用の歩みは非常に古い。理学部が大阪市の中心部に位

置する中之島にキャンパスを構えていた 1964 年 7 月から、それまで各研究室で個別に

管理されていた共通性が高い分析機器を集約し、管理する分析機器運営委員会を発足さ

せ機器共用を始めていた。当初の機器共用は、化学系研究室の共通機器として、各研究

室の技官と教官が管理運営を行うユーザー互助組織として発足したが、その後理学部が

現在の豊中キャンパスに移転し、2004 年の大学法人化を機に、化学系研究室以外に対
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しても支援を広げることとなった。2004 年の法人化時に、技術部に分析機器測定室 1）

が設置され、技術職員をユーザー互助会である分析機器運営委員会に派遣することで機

器管理・運営を担う体制が整備された。理学部には機器共用のマインドが、古くから根

付いていた。 

大阪大学における全学機器共用の歩み 

一方、学内における全学機器共用体制の構築はごく最近になってからである。2007 年

に、学内共同利用センターであった工作センターを発展的に改組し設立された科学教育

機器リノベーションセンターを中心に、全学機器共用が始まった。科学教育機器リノベ

ーションセンターは、研究教育支援室、リユース促進室、共同利用設備室、先端機器開

発室の４室から成り、2008 年 3 月からはリユース促進室において最初の全学共用機器

利用予約システムである「リユース設備・機器利用予約システム」の運用が開始された。

2010 年には、全学共用機器の一部が、学外の民間企業や他大学や研究機関による利用

（学外利用）にも供されはじめ、学外機器共用が始まった。2011 年には文部科学省 設

備サポートセンター整備事業（2011～2013 年））に採択され、全学機器共用を加速する

ための取組みを実施した。著者が大阪大学理学研究科に技術職員として入職した 2008

年から、理学研究科の NMR 分光装置群についてもリユース設備・機器利用予約システ

ムに登録し、学内機器共用ならびに学外機器共用を開始した。科学教育機器リノベーシ

ョンセンターは、2014 年に科学機器リノベーション・工作支援センターに改組され、工
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作支援室 ・研究設備リノベーション支援室の 2 室で構成される組織となったが、研究設

備リノベーション支援室が「研究設備・機器の有効利用と共同利用のためのリユース」

を引き継ぎ、全学機器共用や学外に開いた機器共用が推進された。 

このリユース機器を核とした科学機器リノベーション・工作支援センターによる全学

機器共用は、同センターを中心に取り纏めた“全学機器共用の新展開に関する提案”が、

2017 年に文部科学省先端研究基盤共用促進事業（新たな共用システム導入支援プログ

ラム）（以下、新共用事業と略。事業期間 2017～2019 年）に採択されたことを機に、大

きく展開・発展した。同新共用事業では、阪大ソリューション方式 （単なる部局連携・

連合ではなく、部局の枠を越えて同種の分析機器や研究分野ごとにグループ化し、ソリ

ューショングループを形成）を編み出し、3 つのソリューショングループ（化学スペク

トロスコピー、ナノ構造量子解析、ライフ・バイオ）の構築を行い、ソリューションご

とに取り纏め担当を置き、その取り纏めを中心に更に全学連携を進めた。ソリューショ

ングループ内では、同種の分析機器や研究支援ターゲットを持ち、共通の視点や興味を

持てるため、部局の枠を越えた全学での人的連携が進み、それに伴い部局の枠を越えた

全学での機器共用や関連する連携が飛躍的に進んだ。加えて従来は部局単位で構築され

ていた機器利用予約システムの代わりとなる、全学で共通利用可能な研究設備・機器共

通予約システム 2)を導入したことで、全学の共用機器において予約から会計処理までワ

ンストップで行う事が可能になった。理学研究科においても、それまで利用してきた予
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約システム（サイボウズ社製 Office 3 の施設予約機能を利用、2001 年にサポート終了）

からの同共通予約システムへの移行をいち早く検討し、新共通予約システムの仕様策定

段階から統括部局である科学機器リノベーション・工作支援センターと共に、システム

構築に深く関与してきた。現在、理学研究科における共用機器利用の予約は、すべて同

共通システムを用いている。 

加えて 2019 年には、大阪大学を統括機関として大阪市立大学（当時。現大阪公立大

学）および奈良工業高等専門学校と共に文部科学省「先端研究基盤共用促進事業 研究

機器相互利用ネットワーク導入実証プログラム(SHARE)」 （以後 SHARE 事業）に採択さ

れた。この SHARE 事業においては、これまでの“学内での機器共用”を越えて、大阪市

立大学および奈良工業高等専門学校と共に、“機器共用を介した地域連携”である阪奈機

器共用ネットワーク 3」を創立し、大学の垣根を超えた機器共用の地域ネットワークを形

成した。これにより、機器共用ネットワークの更なる拡大･充実化が進んだ。 

更に 2021 年には、大阪大学は科学機器リノベーション・工作支援センター（当時。

現コアファシリティ機構）を中心に、文部科学省先端研究基盤共用促進事業「コアファ

シリティ構築支援プログラム」に研究 DX による研究支援の強化や研究支援人材の育成、

更なる全学機器共用体制の強化をうたい応募を行い採択された。これに呼応し、全学で

の研究設備・機器の共用化、ならびに研究基盤の強化を、全学的に統括する体制の構築

を意図して組織改編が 2023 年 4 月に行われ、学内で研究支援業務を行う 2 つの部局（科
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学機器リノベーション・工作支援センターと低温センター）を統合し、またコアファシ

リティ構築支援プログラムの実施・統括のために設置されたコアファシリティ推進室の

機能（データ利活用・DX 化支援部門や研究支援人材育成部門）も取り込み、新たにコ

アファシリティ機構 4)が設置された。 

大阪大学では、2008 年の科学教育機器リノベーションセンターの設置や、2011 年か

らの文部科学省設備サポートセンター整備事業に端を発し、全学機器共用が進められて

きた。その特徴は、「機器共用や研究支援の中核を担う技術職員が部局単位である（全

学組織がない）体制の下に、どのように実効的な全学連携体制を築き、効果的な研究支

援体制を実施するか」に尽きると考えられる。これを実現するための方策が、リユース

支援や阪大ソリューション方式による部局の枠を越えた全学連携などであり、現実的な

アプローチを取ってきた。例えば、全学で画一的に機器の共用化に取り組むのではなく、

まずは協力可能な機器や部局を先行させて共用化していき、利用可能な共用機器のライ

ンナップや協力部局を拡大させて、連携によるメリットや利便性の向上等の果実をステ

ークホルダー （研究者・機器担当者・部局・執行部）に実感してもらうと共に、ステー

クホルダーの意識変革 （全てを自分で取り揃えるのではなく、部局や全学での共用を活

用していく事や機器を提供する共助の精神）とを並行して実施してきた。特に 2017 年

から開始した新共用事業において、阪大ソリューション方式を基本とした全学機器共用

のシステムを整備したことで、部局の壁を越えた装置担当者間の連携が進み （機器担当
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者合同研修の実施や共用機器の相互利用など）、結果として部局の壁が実質的に低くな

り、共用機器やその運用を支援する技術職員を抱える部局と全学統括部局との連携 ・協

力や、他の共用システムやプロジェクトとの連携を組織的に行いやすい体制・環境整備

が進んだ。 

大阪大学における NMR 装置の全学機器共用の歩み 

NMR 装置は、分子の立体構造の解析に必須の分析装置であることもあり、理工系の

殆どの部局に設置されている（医歯系には設置されていない）。また共用機器としてだ

けでなく、研究室が保有・運用する場合もある。豊中キャンパスでは理学研究科 ・基礎

工学研究科、吹田キャンパスでは産業科学研究所・蛋白質研究所・工学研究科・薬学研

究科が保有し共用機器として運用している。この他に、研究室管理の NMR 装置も含め

ると、全学で合計 50 台程度の NMR 装置が運用されている。このうちハイエンドの NMR

装置（共鳴周波数が 700 MHz 以上もしくは超高感度検出器である極低温プローブを装

備したもの）や、固体試料測定のための固体 NMR 装置を保有している部局は、蛋白質

研究所・理学研究科・産業科学研究所に限られる。これらの部局で所有するハイエンド

NMR・固体 NMR 装置は、ほぼ全て共用機器として運用されている。 

これまで多くの全学機器共用推進事業を実施したこともあり、NMR 装置に関しては、

特に共用化だけでなく、各部局の NMR 装置担当者の学内連携が大きく進んでいる。現

在では学内の連携だけでなく、全国的な NMR 共用システムである NMR PLATFORM5)
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との連携も進んでおり、ハイエンド NMR 装置だけでなく世界最高レベルの NMR 装置

群に対しても、それを必要とする研究者が、必要なタイミングで迅速かつ容易にアクセ

スできる環境が整備されている。 

大阪大学において管理・運用に関与してきた共用 NMR 装置群 

著者は、2008 年 4 月に大阪大学理学研究科の技術職員として採用され、それ以来、理

学研究科の共用 NMR 群の管理・運用を行うだけでなく、全学的な機器共用に深く関与

してきた。理学研究科には、新規化合物や有機材料の合成や生物起源物質に関する研究

を行う研究グループが多くあることもあり、多種多様の NMR 装置が導入され、研究活

動に用いられている。表 1 は、著者がこれまで管理 ・運用してきた理学研究科共用 NMR

表１(a). 著者が大阪大学理学研究科において管理・運用してきた共用 NMR 装置
の一覧と運用期間。４社の分析機器メーカーの合計 16 台の NMR 装置を管理・運
用してきた。最大で同時期に 10 台を運用。現在も 10 台を運用中（太字下線）。 

メーカー 型番と周波数 運用期間 

・Chemagnetics 社 CMX 300 ：2008 年～2018 年 

・Varian 社 INOVA 600 ：2008 年～2010 年 
 VNS 600 ：2008 年～2024 年度現在 
 Mercury 300 ：2008 年～2018 年 
 VNS 300 ：2018 年～2024 年度現在 

・JEOL 社 EX 270 ：2008 年 
 GSX 400 ：2008 年～2011 年 
 Lambda 500 ：2008 年 
 ECA 500 ：2008 年～2024 年度現在 
 ECS 400 2 台 ：2011 年～2024 年度現在 
 ECA 400 ：2011 年～2024 年度現在 
 ECZR 500 ：2023 年～2024 年度現在 

・Bruker 社 AVANCE 700 ：2012 年～2019 年 
 AVANCE Ⅲ 400 ：2012 年～2024 年度現在 
 AVANCE Ⅲ 600 ：2015 年～2024 年度現在 
 AVANCE NEO 700 ：2019 年～2024 年度現在 
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装置である。これまで 4 つ分析機器メーカーの NMR 装置 16 台を管理・運用してきた

（同じ時期に最大 10 台を運用。現在も 10 台を運用中）。 

 

 

本論文では、端研究や産学連携に効果的に活用するために必要な技術開発や測定・利

用支援手法の確立、更には限られた支援スタッフで効率的かつ効果的に管理 ・運用する

ための取組み、それらを活かした高度な研究支援や産学連携等をまとめる。 

  

表１(b). 著者が 2008 年に大阪大学理学部に入職してから管理・運用してきた 
NMR 装置の変遷 

入職時  2008 2011 2012 2015 2017 2018 2019 2023 

EX270 ⇒ 
Mercury

300 
⇒ ⇒ ⇒ ECS400 ⇒ ⇒ ⇒ 

CMX300 ⇒ ⇒ ECA400 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

CMX300 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ VNS300 ⇒ ⇒ 

GSX400 ⇒ ⇒ ECS400 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

    
AVANCEⅢ 

400 
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

ECA500 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ECZR500 

Lambda500 ⇒ ECA500 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

INOVA600 ⇒ ⇒ ⇒ 廃棄 - - - - - 

VNS600 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

     
AVANCEⅢ 

600 
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

    
AVANCE 

700 
⇒ ⇒ ⇒ 

AVANCE 
NEO700 

⇒ 
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1－3. TC 論文申請の経緯と目指す構造解析系 TC 像 

国立大学法人東京科学大学 TC カレッジ構造解析系 TC コースにおいて、同系のテク

ニカルコンダクター（TC）の目指すべき在り方として下のように示されている。また、

その目標に示された資質を持つ TC を育てるため、一連の高度技術人材育成カリキュラ

ムが提供されている。 

構造解析系 TC の目指すべき在り方 

化学分析手法の原理を理解し、得られる分析データに基づき物質の構造解析を行うこ

とで、物質科学の広範な研究にコミットする。物質開発で必要とされる機器分析につい

て精通するとともに、最先端研究において各機器の機能を最大限発揮するための最適な

手法を選択し、研究者が求める高度な技術や情報を提供する。学際的な研究企画・支援

に加わり、物質合成・物性評価の各分担者とも積極的に連携する。次世代技術者の育成

と組織マネジメントにも積極的に取り組む 

 

TC カレッジ構造解析系 TC コース申請者である著者は、2006 年 3 月に岡山大学大学

院自然科学研究科において修士号（理学）の学位を取得した。2006 年 4 月～2008 年 3

月まで（株）サカタインクスにて、研究職として液体現像剤の研究開発に従事し、2008

年 4 月に現在の職場である大阪大学理学部技術部に入職した。2009 年 3 月には、岡山

大学自然科学研究科において「修飾カリックスアレーンおよびシクロデキストリンの包
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接機能制御に関する研究」により博士号（理学）の学位を取得した。 

現職である大阪大学理学部技術部に入職以降、NMR 装置や ESR 装置による研究支援

を主務とし、理学研究科をはじめとする大阪大学の研究者に対して種々の研究支援を行

ってきた。また 2019 年 4 月から現在に至るまで、技術部分析機器測定室室長として理

学研究科の共用機器全体の管理・運営を行い様々な分野の研究・教育支援を実施してい

る。 

著者が実現したい研究支援体制とは、「研究者が必要なタイミングで必要な機器に容

易にアクセスでき、必要十分な研究相談や技術支援を受けることで、貴重な研究成果を

容易に創出できる環境と仕組み」である。この体勢を構築するには、ソフト面からハー

ド面に至る様々な利用環境を整える必要があった。研究活動に必要な分析機器には多様

な種類があるが、まずは著者が関与している NMR 装置を中心に研究支援体制を構築す

る事にした。この目的の基に、本書にまとめた多種多様な取組を行ってきており、下に

示すような、構造解析系 TC コースのテクニカルコンダクター（TC）の資する様々な成

果を得てきた。 

NMR 装置で得られた測定データを研究に活かすには、多くの場合に構造解析（シグ

ナル帰属）を行う必要があり、また幅広い研究分野に対して、単独で研究支援を行って

いくことには限界があり、人的ネットワークを構築し他からのアドバイス・知見等を活

用していく必要がある。構造解析系 TC コースでは、NMR 分析を含めた、様々な分析
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手法についての知見を広く多く得ることができ、また同様のモチベーションを持って

TC コースを受講している他大学の技術職員やメーカー技術者との幅広い人的ネットワ

ークも構築する事が出来た。 

このように、NMR 装置を活用した高度な研究支援や産学連携を、これまで以上に展

開するために不可欠な知見を獲得し、更にはそれらの展開の大きな助けとなる人的ネッ

トワークを拡大していくことを目的に構造解析コース TC を受講し、今回の TC 論文の

申請に至った。 
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1－4. 本論文の構成 

本論文は、次に示す NMR 共用システムと NMR 利用環境の整備や高度 NMR 分析環

境の構築に向けた種々の技術的取組み、これらの環境・技術を活用した共用 NMR 装置

を用いた種々の分子構造解析による研究支援事例で構成されている。 

第1章 緒論 
著者が所属している大阪大学理学研究科や大阪大学全体の共用システムの概要を紹

介する。また TC 申請の経緯や本論文の構成について記載する。 

第2章 NMR を軸とした機器共用システムと NMR 利用環境の整備 
著者がこれまで実施してきた機器共用予約システムとデータ・情報共有環境の整備に

ついて詳細かつ体系的に纏める。また理学研究科における機器共用制度の整備や共用範
囲の拡大について示す。さらに遠隔技術を活用した国内先端 NMR 機器群のリモート利
用および国を超えた共用についての取組みについても示す。 

第3章 高度 NMR 分析環境の構築に向けた種々の技術的取組み 
高度 NMR 分析環境を構築するため、筆者が行ったメーカー仕様外の測定を可能とす

る検討や特殊環境での測定スキーム開発・リモート技術の導入などについて示す。 

第4章 共用 NMR 装置を用いた種々の分子構造解析研究支援 
学内外における NMR 専門外の研究者から寄せられた構造解析事例について示す。 

第5章 結論と展望 
各章のまとめおよび今後の展望について述べる。 
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第2章 NMR を軸とした機器共用システムと NMR 利用環境の整備 

2008 年に大阪大学理学部技術部に入職して以来、著者は共用 NMR 装置による研究支

援に従事してきた。著者は「研究者が必要なタイミングで必要な機器に容易にアクセス

でき、必要十分な研究相談や技術支援を受けることで、貴重な研究成果を容易に創出で

きる環境と仕組み」が“理想の機器共用システム”であると考えている。しかし、共用機

器による実効的かつ効率的な研究支援を実現するには、単に共用 NMR 装置の利用支援

では実現できないことを痛感してきた。そこで著者は、理想の環境ならびに仕組みを整

備し実現していく為に、単なる共用 NMR 装置の利用支援や研究相談だけでなく、共用

システム自体の整備や利用支援システムの構築を進めてきた。本章では、これまで著者

が行ってきた共用システムや利用システムの構築についてまとめる。 

良質な機器共用システムを構築していくには、単なる機器の共用に関する整備･改革

だけでなく、教員・技術職員・事務職員 ・学生などステークホルダー全員の“意識改革”

も必須である。しかし、多くのステークホルダーが関与する分、加えて「変わることへ

の無意識の抵抗感」もあり、意識改革は容易ではない。そのため、著者は少しずつ機器

共用のメリットを周囲に感じてもらい、その効果を基に制度整備と意識改革を徐々に浸

透させていく手法を採った。特に研究者の利用ハードルを下げることで 「気軽に先端の

共用機器を利用できる環境が、質の高い研究成果が生みだす」との考えのもと、本章で
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紹介する様々な取組みを実施した。 

2－1． 機器共用予約システムとデータ・情報共有環境の整備 

2008 年時点において、理学研究科ではユーザー互助会である分析機器運営員会が管

理する計 8 台の NMR 装置 （科学研究費補助金（以下、科研費と略）などの外部資金で

導入）が共用機器として運用されていた。当時、機器担当者と主要なユーザーである研

究科内の研究者で、共用 NMR 装置群に関する各種情報の共有方法は電子メールで行わ

れていた。また、利用によって取得された測定データの流通は、光磁気ディスク（MO）

や、データ書き込みが可能なコンパクトディスク（CD―R）などの“メディア媒体”が主

流を占めていた。また、会計作業は紙ベースの集計を行っており、年 1 回の会計時には、

その集計作業に 2 週間近くの時間を要していた。このように、理学研究科では十分に機

器の共用マインドは根付いてはいたものの、共用機器の利用環境や利用支援に関するシ

ステムが脆弱であった。このような状況下で、研究者ユーザーへの共用 NMR 利用環境

や利便性向上を目的として、著者は共用 NMR 装置群の紹介ホームページ作成や、FTP

サーバーを用いた測定データのネットワーク配信、PHP ベースの依頼受託システム（予

約システム）の構築といった、一連の共用 NMR 装置利用促進システム構築を以下のよ

うに実施した。 

共用 NMR 装置群の紹介ホームページの設置とその展開 

2008 年度当初に NMR 用ホームページを構築したが、その目的は NMR の機器仕様や
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利用マニュアルの配布・講習会のお知らせ・装置利用状況などの情報を NMR ユーザー

へ提供することであった。その後、教員ユーザーからの要望もあり、NMR 装置群以外

の共用機器ついても、HP で紹介するなど内容を拡充し再構築を行った（2012 年度）。現

在では、学外からの機器利用などが増えたため、当初の目的である理学研究科や学内の

共用機器ユーザーへの情報提供から発展させ、理学研究科が運用する共用機器全般 （研

究室管理の共用機器を含む）に関する情報提供や機器利用といった共用支援サービス全

般に関する情報も発信するホームページとなるように、その内容を充実させ更新を実施

した（2024 年度、図 2）。 

測定データのネットワーク経由配信のための FTP データサーバーシステムの構築 

理学研究科の全ての NMR 装置において、NMR 測定によって得られた測定データは

“インターネットに接続していない”NMR 制御用 PC 内に保存される。この“インターネ

ットに接続されていない PC”から測定データを持ち出すためには、ユーザー自身が持参

した USB メモリに測定データをコピーする、あるいは CD-R などの媒体に書き込むな

ど、NMR ユーザーは、測定データの持ち帰りのために余分に手間を掛ける必要があっ

 
図 2．NMR を含めて、理学研究科の共用機器に関する広報や情報提供のために構築し

たホームページ（HP）。（左）2008 年度に NMR 室として初めて作成した HP、（中
央）2012 年度分析機器測定室として作成した HP、（右）2024 年度技術部分析機器測

定室として作成した HP
 

 



 

20 
 

た。そこで、この持ち帰りの手

間を省くため、NMR 制御用 PC

内の測定データを部局内ネッ

トワーク経由で各研究室にあ

るユーザーの PC へと配信する

FTP データサーバーシステムを

構築し、ユーザーの測定データ持ち帰りの手間を大幅に削減した。 

特に、測定直後から研究室にあるユーザーの PC で測定データを取得･確認出来るよ

うにするため、NMR 測定データの NMR 制御用 PC から配信用 FTP データサーバへの

吸上げは、ほぼリアルタイムで行う仕様のシステム設計を行った（2008 年度）。システ

ム構築当初は、Windows のサーバー機能を利用して FTP サーバーを構築し、理学研究

科内の化学・高分子ネットワークに接続している研究室の PC から同 FTP サーバーにア

クセスする方法で構築を行った（図 3、2008 年度に構築）。このデータ配信用 FTP サー

バーを利用した測定データのネットワーク配信は、他の共用機器の担当者にも容易に採

り入れることができる仕様であったため、理学研究科内の共用質量分析装置や共用電子

顕微鏡の測定データのネットワーク配信に活用されることとなった（2012 年度から）。 

NMR データサーバについては、他の技術職員により、新たにセキュアで安価な新シ

ステムが開発 （2015 年度）されたため、現在ではその新システムを採用しているが、質

 

図 3．FTP サーバーを使った NMR 測定データの 
ネットワーク配信システムの概要図 
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量分析装置や電子顕微鏡では、現在でも当初構築した Windows ベースのデータサーバ

を使用している。 

“フル”オンライン予約・処理システムの構築 

機器利用時間の予約・管理は、著者が入職した 2008 年よりも前に、サイボウズ Office 

3 を用いてオンライン化されていたが、機器利用の申請は紙ベースで行われていた。ま

た依頼分析の申込みも紙ベースとなっていたため、機器利用実績や課金計算のための集

計作業などは全て“手作業”で行わざるを得ず、共用機器担当者はこれらの重い事務業務

の負担のため、機器利用や分析支援に十分な時間を掛けられない状況であった。この状

況を改善すべく PHP ベースの依頼受託システムを構築した （図 4）。本システムにより、

すべての予約状況を csv ファイルで出力が可能になり、Excel による集計作業の効率化

を達成できた。依頼分析については、測定終了などのステータスを表示することが出来

るようにしたことで、順番待ちをしているユーザーが自ら、自身の試料に対しての分析

 

図 4．（左）PHP ベースの依頼分析予約状況、（右）HP 上における研究室毎の NMR 自主
分析利用件数状況の棒グラフ表示 
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開始時期を把握できるようになった。さらに研究室ごとの利用状況を HP で公開できる

ようになり、これまで翌年度の集計時にしか判明しなかった利用状況についても、機器

管理者-研究室ユーザーとで簡単に共有ができるようになった（2008 年度）。 

しかし、上記のシステムでの利用状況の更新頻度が月一回であることや、全ての研究

室が他研究室の利用状況を閲覧できる等の課題があった。これらの課題については、

2017 年度に当時の科学機器リノベーション・工作支援センターと協働開発した全学共

通の予約管理システムに、予約管理を移行することで解決された。2017 年度に文部科学

省先端研究基盤共用促進事業（新たな共用システムの構築支援）が大阪大学で採択され、

当時の科学機器リノベーション・工作支援センター（現コアファシリティ機構）を中心

に、全学共通の予約システムを構築することとなった。この全学共通の予約システムの

仕様策定のためのワーキンググループ（WG）が設置されたが、理学研究はこの WG に

参加し、これまでの予約システム運用の経験を基に、予算責任者ごとにリアルタイムで

利用金額が把握できる機能や依頼分析の進捗状況を把握できる機能の追加を提案し、同

共通予約管理システムに取り入れられた。理学研究科の共用機器利用予約は、この全学

共用予約管理システムに全面的に移行することとし、この全面移行によりこれまでの課

題が解消された。また全学共通の予約管理システムと連動させることで、ユーザー管理

や予算情報とも紐付ける事ができ、ユーザビリティの向上と管理者の業務量削減を実現

できた。 
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分析機器測定室公式 LINE の開設 

広報 ・情報伝達の強化と多チャンネル化のため、学生ユーザーと機器管理者とが直接

つながる分析機器測定室公式ＬＩＮＥを開設した（2022 年度）。これまで、学生も含め

たユーザーへの情報伝達は、まずは教員との間で情報共有を行い、教員から教員の研究

室に所属する学生に伝達してもらう方法を用いてきた。しかし、教員と共有した情報が、

学生まで十分に行き渡っていないと当時雇用していた学生アシスタントオペレーター

（特任研究員 S として雇用）のヒアリングから判明したため、機器担当者と学生も含め

た、ユーザーと“直接に繋がる”ことができる分析機器測定室公式 LINE を開設した。同

公式 LINE では、セミナー情報やテクニカルノートの配信を行うだけでなく、チャット

機能を用いて、ユーザーからの装置トラブル報告や分析相談などを行うようにした （図

 

図 5．分析機器測定室公式 LINE 画面および配信記事の例 

 

【分析機器測定室公式LINE通信】

分析装置の紹介、故障、復旧、更新などのニュース

セミナー案内など月 1回配信

【問い合わせフォームの利用】

・ 講習の依頼 2022年度運用開始以降 7件（2023年度 2件）

・ 分析相談・依頼分析 2022年度運用開始以降 23件（2023年度 10件）

・ その他の問い合わせ 2022年度運用開始以降 20件（2023年度 12件）

ほか、ダイレクトチャットによる問い合わせ多数

配信記事の一例
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5）。これにより、情報共有が非常にスムーズかつ確実に、学生も含めた各ユーザーに届

けられるようになった。運用当初は無料配信が月 1,000 通まで可能であったが、月 200

通に仕様変更となり現在では月 1 回の配信という運用に変更した（2024 年 12 月現在の

登録者数は 172 名である）。 

2－2． 理学研究科における機器共用制度の整備 

機器利用への課金･会計制度の整備 

理学研究科において、2011 年度まで共用機器の利用料精算は、前年度実績に基づいて

翌年度当初に運営費交付金で精算する方式を採っていた。しかし 2004 年に行われた国

立大学の法人化以降、各研究室に大学から配分される運営費交付金（校費）が年々減る

状況の中、教員から 「共用機器の利用は、研究課題に対応した形で行っているので、運

営費交付金だけでなく、研究課題に紐付けられた外部資金の予算等も利用して機器利用

料の精算を行いたい」との要望が多くもたらされるようになった。 

この要望に対応すべく、運営費交付金以外での機器利用料精算について 2011 年度か

ら検討を始めた。科研費をはじめとする外部資金を使って、機器利用料を支払えるよう

にするために、科研費による民間企業からの物品を購入と同じように、①見積書あるい

は料金表、②利用実績等を記載した納品書/請求書等が必要であるが、理学研究科内で

の機器利用料金の支払いは、運営費交付金でのみ行われていたため、①②の料金表や

支払い書類の整備、その発行等について全く行われていなかった。そこで、このような
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公的な料金表や規程、書類発行手順の整備のため、2012 年度に理学研究科における共

用機器制度を統括する委員会として大型分析機器運営委員会を発足させ、同委員会の位

置づけ･責務を公的に位置づける委員会規程を整備した。続いて同委員会によって、理

学研究科の共用機器の利用要綱を整備し、利用料金を理学研究科が規定する料金として

明確化させた。著者は、委員会規程と利用要項の作成、事務の担当係との調整を行い、

研究科の委員会発足や運営に深く携わった。まずは NMR ・質量分析・電子顕微鏡・X 線

構造解析装置など、高額の維持費を要する装置から、料金規程等の整備を行い、正式に

“理学研究科の共用機器”として登録し運用を始め、外部資金での利用料金の支払いを可

能とした。現在では、理学研究科技術部が管理している全ての装置は理学研究科の共用

機器として登録され、運用を行っている。 

これを期に、理学研究科内での共用機器利用に対する利用料精算は、その大半を機器

利用が行われた年度内で行うように移行させた。2012～2022 年度は 4 月～12 月末まで

 

図 6．現在（2024 年度）の理学研究科内利用における会計スケジュール 
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の期間について、2023 年度からは、4 月～翌年 1 月末までの利用料を、科研費等の外部

資金も含めた当該年度予算で精算し、2･3 月は運営費交付金や寄付金など年度を超えて

使用できる財源での支払いのみを可とし、翌年度に請求する形となっている（図 6）。 

前述した科学機器リノベーション・工作支援センターを中心に構築を行った全学共通

予約・会計システムの導入により、迅速かつ正確な請求金額の確定と料金請求事務作業

を行う事が可能となった。この様に共用システムの整備により、年度末に近い機器利用

まで外部資金による料金請求が可能となり、ユーザーの利便性向上に繋がっている。 

機器利用料の制定基準の整備 

機器利用料の制定方法についても整備し、透明かつ公平に設定できるよう算定基準を

定め、かつ定期的に見直す方式とした。機器利用料金は、機器の利用状況や維持管理費、

長期的な機器整備・維持計画等を総合的に勘案しながら、毎年見直しを行うこととした。

機器利用料金は、①理学研究科ユーザーによる利用、②学内の他研究科からのユーザ

ーによる利用、③学外ユーザーによる利用の 3 つの区分とし、それぞれ以下に示すプロ

セスを経て、機器利用料金として定めることとした。 

理学研究科のユーザーが理学研究科で管理・運用する共用機器を利用する場合（①に

該当）は、これまでの理学研究科における機器共用の経緯を反映し、理学研究科分析の

ユーザー互助会という位置づけである分析機器運営委員会（1964 年に設置）において、

ユーザーの意見を取り入れながら理学研究科大型分析機器運営委員会（2013 年に設置）
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での審議・承認を経て改定を行うこととした。その際、共用機器群の運用・管理に必要

な経費等も勘案し原案を決定する。著者が管理している共用 NMR 装置については、性

能や利用実績などを考慮した上で、ルーチン測定 （主に自主測定）は、比較的安価な利

用料となるように設定している。一方、②③に該当する他部局や学外ユーザー向けの

利用料金は、どちらの場合においても、科学機器リノベーション・工作支援センター（当

時。現在コアファシリティ機構）を通して、機器利用申込や機器利用の日程調整、料金

請求等の事務作業を行われるため、①とは異なる方式で利用料金を制定している。まず、

理学研究科機器分析測定室において利用料金の原案を策定し、それを科学機器リノベー

ション・工作支援センターにおける審議に付し、同センターの承認を経て利用料金とし

て定める方式とした。 

理学研究科の共用機器利用の大多数（約 94％）は理学研究科ユーザーが占めている

こともあり、①に関しては、古くから設置されている“ユーザー互助会”である分析機器

運営委員会を、理学研究科の正式な統括委員会に昇格させることが良いと思われた。し

かし、この昇格によって、共用機器ユーザーと共用機器統括組織との距離が遠くなり、

ユーザーの声を反映させることが難しくなるのではないかーとの懸念があったため、ユ

ーザー組織（分析機器運営委員会）と統括組織（大型分析機器運営委員会）の 2 つを、

並走させる形で運営を行うこととした。この並走方式をスタートさせて以来、2024 年

時点で 12 年が経過しているが、当初の狙い通りにユーザー教員の意見を取り入れなが
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ら、共通機器を管理 ・運用できてきている。このような積み重ねの結果、理学研究科に

おいては機器共用に対する前向きかつ協力的なマインドを醸成することができ、後述す

るように、研究室所有の研究設備・機器に関しても、積極的に共用機器として運用協力

が得られるようになった。 

研究室所有の研究設備・機器の共用化 

一般的に共用研究機器は、共用研究設備・機器の整備予算（例えば、概算要求基盤的

教育研究設備整備）によって整備されることが多い。しかし、大規模な研究予算（例え

ば、ムーンショット型研究開発制度・ERATO ・NEDO ・CREST ・WPI ・科研費 ・特別研

究等）によっても、採択された研究プロジェクトに用いる前提ながら、共用研究設備・

機器として運用可能な高スペックの機器・設備が購入・整備されることがある。このよ

うな大規模研究予算によって措置された研究設備・機器に関しても、研究プロジェクト

での利用だけでなく、共用機器化されることが推奨されている。しかし、実情としては、

共用化への規程や手続き等が煩雑であり、規程の制約のためオープンな共用機器として

の運用が難しいこともあり、開かれた共用設備・機器として運用することは非常に難し

い。そのため殆ど場合には 「研究プロジェクトのための専用研究設備・機器」として運

用されている。しかし、著者が所属する理学研究科においては、古くから「助け合う共

用マインド」が息づいており、理学研究科では、独自に機器共用担当の技術職員がサポ

ートに入る形態を制度化し、これらの「研究室の先端研究設備・機器」の共用化を展開
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している。 

2017 年に開始した新共用事業では、分析機器を効果的に広く活用する観点から、こ

れまで研究室で管理されてきた機器についても共用装置としての登録・運用を開始した。

この取組みの中で、利用促進の為の技術スタッフ （特任技術職員や特任研究員 S。特任

研究員 S は、TA や RA といったアルバイト雇用とは異なり、大学院生を正式に特任研

究員として雇用するときの職名。履歴書に職歴として記載可能）を配置した研究室管理

の研究機器も学内外の研究者に利用され、一定の利用件数があることが分かった。そこ

で、事業終了後においても、研究室管理の研究機器の共用利用促進を継続し、更に展開

していくため、理学研究科技術部運営委員会によって技術部共用登録機器利用要項を新

たに策定し、理学研究科として研究室管理の研究機器を共用化する新たな規程を整備し

た。同規定は、研究機器の共用利用や運用に関して経験とノウハウを持つ技術職員が、

研究室管理の研究機器の共用機器化やその運用に関する部分を担えるよう、そのバック

ボーンとなるよう整備した。現在では、この研究室管理機器の共用化制度（技術部共用

登録機器）を活用して、利用状況に応じた最適な共用機器運用が出来る体制となってい

る。具体的には、研究室の入替りによって共用機器の利用件数が大きく増減することに

対応して、利用件数や利用研究室数が多くなった場合には、技術部共用登録機器から分

析機器運営委員会による管理機器に登録変更し、また逆に共用機器の経年劣化などによ

り利用件数や利用研究室数が減った場合には、分析機器運営委員会による管理機器から
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技術部共用登録機器に登録変更するなど、柔軟に利用状況に対応した共用方式を選択で

きるようになった （図 7）。一例としては、導入後 10 年以上経過した質量分析を分析機

器運営委員会で共用機器として運用していたが、科研費により新規導入した共用質量分

析により、古い質量分析の利用は激減し運用コストが上昇していた。そこで研究室に技

術部共用登録機器への登録を前提にリユース先を探したところ、3 研究室から申し出が

あり、協議の上 1 研究室に登録変更することになった。これにより現在も研究室内での

通常使いとして 200 試料/月と年に数件の共用利用実績が生まれている。この様に共通

性の高い機器共用システムでは運用コストが高くなった機器を研究室管理の共通機器

として運用する事で、装置寿命まで高頻度に機器を運用できるシステムを構築した。 

この研究室管理研究機器の共用化は、理学研究科の機器共用に対する前向きかつ協力

 
図 7．大阪大学理学研究科における共用システムのフローチャート 

（著者は赤色の範囲について環境整備を行った。） 
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的なマインドと相まって、表 2 に示すように、その機器数が着実に増加し続けており、

取り組みとして根付いてきていると考えられる。加えて、研究室で機器を管理している

教員からは、「機器利用を通じた共同研究の種が見つかり良かった」など、単なる機器

の共用による互助を超えた好意的な意見も出ている。また、機器利用ユーザーからは「従

来の共用機器のラインナップでは無かった機器群を利用出来て便利である」、「GPC な

どの溶媒を切り替えて利用する機器を、溶媒ごとに複数台共用化する事でカラムの詰ま

りや切り替え時間が掛からないのはメリットがある」などの好意的な意見が出ている。 

共用機器数の増加に伴う継続的な人員の確保として、博士課程学生を特任研究員 S と

して雇用し、機器担当者の管理・運用補助を行う仕組みについて構築した。 

  

表 2．大阪大学理学研究科における共用機器数推移 

 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

技術部分析機器測定室管理 29 39 40 40 40 40 49 56 59 68 72 

内
訳 

分析機器運営委員会 29 39 40 40 40 40 39 39 38 37 36 

研究室共用機器 - - - - - - 10 17 21 31 36 
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2－3． 共用範囲の拡大：理学研究科から全学へそして学外へ 

著者が着任した 2008 年以前の理学研究科が運用する共用機器（21 台）は、基本的に

理学研究科内での利用に限定されていた。これを他部局・他機関の研究者も利用可能と

し、真に幅広い研究者にとっての優れた研究支援環境となるよう、学内の他部局や学外

機関（民間企業や他大学、他の研究機関）等の研究者が共用機器を利用できるよう、そ

の利用制度の枠組みや利用規程等を以下のように整備していった。 

学内における全学共用機器化 

大阪大学では、2007 年に従来の工作センターが改組され、全学機器共用の推進母体

かつ全学研究支援組織として科学教育機器リノベーションセンターが発足した。同セン

ターのリユース促進室では、部局で管理･運用する共用研究設備･機器を全学共用機器と

しても活用するため、その枠組みとなる 「大阪大学におけるリユースデータベース登録

機器の利用に関する要項」を整備し、全学機器共用システムを構築し、全学機器共用を

開始した。これに呼応して、理学研究科で管理･運用していた共用 NMR 装置群を、2008

年度から順次同センターのリユースデータベースに登録し、全学共用機器としての運用

をスタートさせた。 

2010 年度には、リユースデータベースの一部登録機器において学外者（民間企業や

他大学の研究者）への機器利用が開始されたことで、理学研究科の NMR についても学

外利用の運用を開始した。2011 年度には、本学では科学教育機器リノベーションセンタ
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ーを中心に提案を行った文部科学省「設備サポートセンター整備事業」が採択された （事

業期間 2011 年～2013 年）。同事業では、大阪大学で始まったばかりの機器共用の取り

組みを全学へ更なる展開と浸透を図るだけでなく、学外利用を促進すること、ならびに

リユース支援（修理･アップグレード経費の支援）を通した機器共用環境の整備とリユ

ース共用機器の拡充を目指しており、理学研究科も同事業に積極的に関与し、理学研究

科の共用機器を同センターの全学共用機器として登録することで、全学共用機器の拡大

に協力した。特に理学研究科の共用 NMR 装置群については、これまで理学研究科の教

職員･学生を対象として開催してきた NMR 利用講習会を全学向けにも開催し、部局の

枠を越えた機器利用の拡大に貢献した。このような全学機器共用の統括部局との密接な

協働･協力関係は現在まで継続されており、現在では学内機器共用の中核的拠点の 1 つ

としての役割を果たしている。 

学外（民間企業･他大学）向けの共用機器利用の展開 

研究設備の全国的な共用利用を進めるために構築されていた化学系研究設備有効活

用ネットワークに対して、2007 年より理学研究科の NMR 装置も共用機器として登録を

行い同ネットワークへ参画したが、この同ネットワークへの登録を通して、理学研究科

の共用 NMR 装置群の学外利用を始めることとなった（2010 年より）。 

学外利用を開始した当初には、研究者や事務組織などから様々な懸念が持たれた （例

えば、税金を原資として導入された国立大学法人の分析機器を用いて、収益を上げるこ
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と、また同業他社となる民間分析サービス提供企業への配慮等について）。しかし、こ

れらの懸念は、民間分析サービス提供企業を含めた幅広い業種の民間企業によって学外

利用が行われるという“実績の積み重ね”を通じて、徐々に解消していった。学外利用を

始めてから 14 年月経つが、現在では図 8 に示すように、学外利用の件数は学内利用と

比較してごく僅かでしかないが、全利用料収入の増加に大きく貢献しており、機器利用

料収入の半分を占めるに至っている。この現状からも、機器の共用－特に当初懸念され

た学外利用は、十分に一般化され、機器共用の大きな柱の 1 つとなっていると言える 

図 8 から分かるように、理学研究科内の利用件数はその時点における研究室の研究分

野やプロジェクトの有無に依って大きく影響を受ける。それに伴い利用料収入も大きく

影響を受ける事が分かった。理学研究科のユーザーによる利用料収入は、著者が入職当

時（2008 年）とさほど変わっていない。共用機器の維持費･修理費は、機器導入から年

月が経つにつれて、物価の高騰とも相まって、年々増加していく。理学研究科の共用

NMR 群においても共用機器の経年劣化が進み、修理頻度が増加している。また 2008 年

度と比較すると物価高影響を反映し修理費単価は約 4 割増加しており、更に NMR 維持

に必要な液体ヘリウムについては約 8 割も調達コストが増加している。この様な維持

費・修理費のコスト増の環境下やニーズの変化においても理学研究科ユーザーへの利用

料単価をほとんど増加させることなく、共用機器 NMR 群の運用が継続できている。こ

れは、学外利用による利用料収入によって維持費･修理費の負担増を賄うことができて
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いて、それによって、「研究者にとって研究しやすい環境が維持され構築 （維持）されて

いる」と言える。これは、機器共用制度に対して非常に重要な示唆を与えるものであり、

著者は「学外利用による利用料収入を活用し、学内の研究者の研究環境を維持する 1 つ

のビジネスモデル」であるのではないかと考えている。 

 

 
 

  

図 8．理学研究科の共用 NMR 群の年間利用件数と年間利用料収入の推移 千
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学外利用を更に展開させた民間企業との連携･協働 

前節で示したように、理学研究科の共用 NMR 群の利用を学外の民間企業等へ 2010

年に開放して以来、この学外利用の枠組みは単に「分析機器を民間企業に利用してもら

う」という事を大きく越えて、新たな産学連携の枠組みの 1 つと言って良い程までに展

開している。 

現在、民間企業から共用 NMR 装置群に対する分析依頼の種別は、大きく次の 4 種類

に類別できる。 

区分 1：単純な依頼分析：分析機器による依頼測定（データ解析は殆ど行わない） 

区分 2：学術相談 7)：大阪大学の教職員等が専門的知識に基づいて助言等を実施 

区分 3：受託研究 8)：企業からの委託を受けて大阪大学の教職員等が研究を実施し、
その成果を報告研究テーマにおける委託分析および解析 

区分 4 ：共同研究 9） ：企業の研究者と大阪大学の教職員等が共通の課題について研究
を実施。研究テーマを設定し共同で分析および解析を実施 

学外利用への対応を開始した当初は、ほとんどが区分 1 の単純な依頼分析（分析を依

頼された試料を測定し、その結果をそのまま依頼元に提供するだけ。特に測定データの

解析や解釈等は行わない）が主であった。しかし、単純な依頼分析を繰り返すうちに分

析依頼元である民間企業の研究者から「製造ラインに不具合が発生したが何が原因か知

りたい。新規物質を発見したがどのような化合物か調べたい。」などといった概要的な

相談を受けるようになった。そのようなやり取りを積み重ねていくうちに、2012 年ご

ろより測定データの解釈や解析まで含めた依頼分析対応を行うに至った。簡単な測定デ
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ータ解析や解釈は区分 1 の「単純な依頼分析」で対応するものの、測定データの解析や

解釈に重きを置いた場合には、学外利用（依頼分析）では対応せず、本学の公式な産学

連携の枠組みである学術相談契約を分析依頼元と締結し、依頼分析を行うことにした

（2019 年頃より）。学術相談は、2017 年より創設された制度であり従来の本学－民間企

業との共同研究契約や受託研究契約に比べて、年間の経費契約額として最高 200 万円と

いう制限があるものの、民間企業との締結が迅速かつ簡単にできるというメリットがあ

る。そのため、単純な依頼分析を越える分析や解析、データ解釈等が必要な場合には、

この学術相談契約を依頼元の民間企業と締結した上で依頼分析対応を行った。2017 年

以前では、測定データの解析や解釈を伴った産学連携は、受託研究や共同研究で実施し

てきた。その場合には、学内の研究者と共により緊密に依頼分析やそれに対応する測定

データの解析･解釈、それを基にした研究相談まで対応する形とした。表 3 は、2018 年

度～2023 年度の 5 年間における、区分 1 での学外利用である。表 4 は、2012～2025 の

13 年間における、区分 2～4 での民間企業等からの学外利用である。学内の研究者に対

する様々な研究支援の経験を活かすことで、外部の民間企業に対して単なる分析機器の

表 3. 2019 年度～2023 年度における区分 1 における学外利用 

利用企業分類 機関数 利用件数 利用金額 

民間企業 31 機関 536 件 24,183,551 円 

大学等研究機関 13 機関 68 件 4,044,249 円 
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利用に収まらない、産学連携が進展していることが分かる。なお、民間企業との機器共

用を介した産学連携の好事例に関しては、４章において一部を紹介する。 

  

表 4. 2012 年～2025 年における区分 2～4 における産学連携契約実績 

産学連携の種類 企業分類 産学連携期間 テーマ 

学術相談 化学メーカー 2024 年～2025 年 未知物質同定技術
に関する相談 

学術相談 低温機器メーカー 2020 年～2025 年 
NMR 周辺機器の作
成と評価に関する
相談 

学術相談 電機メーカー 2019 年～2020 年 
卓上型マルチディ
スペンサ開発に関
する相談 

受託研究 NPO 2017 年～2018 年 ガラス試料の分析 

共同研究 化学メーカー 2016 年～2025 年 
分析機器を活用し
たフッ素樹脂の構
造解析 

共同研究 NMR 周辺機器メーカー 2015 年～2020 年 機器分析技術の開
発 

共同研究 分析サービス会社 2012 年～2025 年 固体材料の構造解
析に関する研究 
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2－4． 遠隔操作技術の活用による先端 NMR 機器のリモート共有と利用拡大、
そしてボーダレス化 

理学研究科の共用 NMR 装置 10 台は、離れた 3 か所のエリアにある 7 部屋に設置さ

れている。そのため複数の NMR 装置を用いて依頼分析を行う際には、測定を行う NMR

機器管理者の物理的な移動が非常に大きな負担となっていた。この負担を軽減するため、

2012 年に 600MHz NMR 装置に対して Virtual Network Computing（VNC）ソフトウェア

を用いた NMR リモート操作システムを導入し、イントラネットワーク内（理学研究科

の高分子･化学系ネットワーク内）にある居室からの NMR 装置の遠隔操作を可能とし

た。その後、2019 年度から開始した 「先端研究基盤共用促進事業（研究機器相互利用ネ

ットワーク導入実証プログラム（SHARE））」において、機関を超えたリモート操作の手

法についても検討を行った。その結果、Zoom 等のオンライン会議システムとリモート

ソフトウェアの併用や、キーボード･ビデオ･マウスを遠隔操作する KVM ユニットを使

うことで、特に詳しいネットワーク知識が無くとも、NMR のリモート操作が可能であ

ることが分かった。この後、2020 年頃から新型コロナウィルス感染症のパンデミック

となり、ロックダウンによって人の移動や対面が大きく制限されることとなり、我々が

確立した NMR 遠隔操作の手法は、多くの機関においても活用されることとなり、以下

に示すように、NMR のリモート測定や NMR リモートシェアリングとして全国的に利

用拡大していった。 
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遠隔操作技術を用いた日本電子株式会社が運用するハイエンド NMR 装置群のリモー

ト測定の先行取組（2020 年） 

2020 年から 2022 年にかけて、新型コロナウィルス感染症の世界的なパンデミックが

発生した。その影響は日々の生活様式だけでなく、研究の方法や実施にも大きな影響を

与えた。日本も例外ではなく、同感染症の蔓延を防ぐため不要不急の外出の自粛、「3 つ

の密」を避けるなどの社会的ロックダウンが実施された。その影響は大学にとっても甚

大で、研究の場である大学の研究室への通勤･通学が不可となるだけでなく、大学の研

究室に通学･通勤できたとしても分析機器が集約され研究者が集まる分析室に滞在して

の測定･分析作業が制限される等、研究の遂行が極めて困難となった。 

このような状況の下に、研究活動を継続･実施するための 1 つの方策として、分析装

置の遠隔操作が大きな注目を集め、その活用が進んだ。文部科学省においても、それら

を後押しするため、令和 2 年度第二次補正予算 先端研究設備整備補助事業（研究活動

再開等のための研究設備の遠隔化・自動化による環境整備）や令和 2 年度第三次補正予

算 先端研究設備整備補助事業（研究施設・設備・機器のリモート化・スマート化）の

支援策が実施された。 

本学においては、この新型コロナウィルス感染症禍に先立って、先端研究設備の遠隔

利用を有効活用し，機器の設置場所に捕らわれない先端研究設備･機器の利用拡大を進

めてきていた。例えば、本学が大阪市立大学（当時、現大阪公立大学）と奈良工業高等
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専門学校と共に、“阪奈機器共用ネットワーク”として採択された 2019 年度「先端研究

基盤共用促進事業（研究機器相互利用ネットワーク導入実証プログラム（SHARE））」に

おいて、リモート測定技術を用いた日本電子株式会社（以下、JEOL 社と略）が所有す

るハイエンド NMR 装置群（13C 用 Ultra Cool プローブ付き 800 MHz NMR と多核用

Super Cool プローブ 600 MHz NMR）の活用試験を、著者を中心に進めた。同取組では、

同ネットワーク内で所有する NMR 装置群では十分に対応できない試料の測定を、JEOL

社のハイエンド NMR 装置群を使った遠隔測定（Team Viewer を利用して接続）で実現

する試みを進めた。本取り組みは、新型コロナウィルス感染症の蔓延に対する時宜を得

た先進事例として注目を集め、日刊工業新聞において、「ＮＭＲを遠隔で共用 阪大が仕

組 み 確 立 、 分 析 デ ー タ の 安 全 確 保 」 と し て 取 り 上 げ ら れ た （ 2020 年 、

https://www.nikkan.co.jp/spaces/view/0056190）。 

実際に、阪奈機器共用ネットワークが所有する NMR 装置では感度不足のため長時間

測定を行っても検出が困難な試料の 13CNMR スペクトル測定を、JEOL 社のハイエンド

NMR 装置（クライオプローブ付き 800 MHz）を用いることで、同程度の測定時間で検

出する事ができることを示し、高性能 NMR 装置のリモート利用の有効性を示すことが

できた（図 9）。 

https://www.nikkan.co.jp/spaces/view/0056190
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理学研究科共用 NMR 装置群の遠隔・自動測定化（2020 年～） 

JEOL 社のハイエンド NMR 装置の遠隔利用の取組を進めるのと同時に、平行して著

者が機器担当者として管理・運用する理学研究科共用 NMR 装置群に対して、遠隔測定

対応・自動測定対応を進め、研究者の利便性向上や測定の効率化やマシンタイムの有効

活用を図った。 

従来からの利用者である学内研究者の利便性･データの漏洩防止、学外からの遠隔利

用の両方を 1 つの NMR 装置で実施できるようにするため、遠隔操作の手法として KVM 

 

図 9．本学 NMR 装置ならびに JEOL 社ハイエンド NMR 装置で測定した 1 mM 
cholesterol 13C-NMR スペクトルの例。(1)大阪大学 ECA500 室温プローブ、

(2)JEOL 社 ECZ600 Super Cool プローブ、(3)大阪大学 AVANCE700 Cryo プロー
ブ、(4)JEOL 社 ECZ800 Ultra Cool プローブ。125 ppm、122 ppm 付近のピークが
（4）JEOL 社ハイエンド NMR 装置では、ノイズと明確に分別できており、構造解

析に利用可能である。 

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 
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over IP、あるいは TeamViewer を用いた手法などを検討した。また、遠隔測定のメリッ

トを十分に活かすため、遠隔操作での試料交換を可能にするオートサンプルチェンジャ

ーを、装置導入時 （2012 年度）や後付けとして、全学共用を統括する科学機器リノベー

ション・工作支援センター（当時）からのリユース支援経費や令和２年度第二次補正予

算 先端研究設備整備補助事業（研究活動再開等のための研究設備の遠隔化・自動化に

よる環境整備）などを活用し整備した。その結果、これまでの導入分も含め NMR 装置

10 台中、溶液 NMR 装置６台すべてにオートサンプルチェンジャーを整備した。これに

より、日常的なルーチン測定で利用している 400MHz や 500MHz の NMR 装置に関して

は、学生ユーザーや機器管理者が不在のため機器が利用されておらず、空きマインタイ

ムであった「夜間～早朝にかけて」や「休日・祝日」などの時間帯も有効活用できるよ

うになり、実質的なマシンタイムの増加やマシンタイムの有効活用に繋がった。また、

装置トラブル発生時には、機器管理者が現場にいない場合でもリモートで復旧させるこ

とが可能になり、ユーザーの利便性が向上した。 

リモート測定を活用した他機関の最先端 NMR 装置利用による先端研究推進支援 

本学においては、契機となった新型コロナウィルス禍よりも前から先駆けて、NMR

装置群の測定自動化や遠隔利用環境の整備が先行的に進めてきたが、近年では本学以外

の機関についても、NMR 装置のリモートオペレーション環境が整ってきている。この

リモートオペレーション環境を活用すれば、全国の研究機関が有する先端 NMR 装置を、
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サンプルを輸送するだけで、遠隔測定で手軽に活用できる“先端 NMR 装置のリモート

シェアリング”が可能となる。このような先端 NMR 装置のリモートシェアリングによ

って、研究者は所属する研究機関が持っていない先端研究設備・機器も研究活動に活用

できるようになり、先端研究の推進において大きな助けになる。そこで理学研究科の研

究者が他機関の先端 NMR 装置を利用し、自身の先端研究推進を促進すること目的とし

て、以下の“先端 NMR 装置のリモートシェアリング”の取組みを行った。 

1．NMR プラットフォームの超高磁場 NMR 装置群のリモート利用 

NMR プラットフォームは、日本国内の最先端 NMR 装置を所有・運用する研究機関

が、「産学官が共用可能な先端的 NMR 研究基盤のネットワークを基盤として、先端人

材が育んだ技術・知恵・職人芸（暗黙知）を形式知化し、先端機器とあわせて有機的に

連携させ、様々な地域・分野の課題解決を提供する研究基盤を全国的に展開することに

より、我が国全域の研究開発の促進・イノベーション創出に貢献する体制を構築する」

ことを目的に設立した研究基盤ネットワークである。文部科学省先端研究基盤共用促進

事業（共用プラットフォーム形成支援プログラム）に採択された理化学研究所を中心と

して 4 機関によって発足した NMR 共有プラットフォームに端を発し、2021 年度には第

2 期として「文部科学省先端研究基盤共用促進事業先端研究設備プラットフォームプロ

グラム」に採択され、８機関による NMR プラットフォームとして継続している

（https://www.jst.go.jp/shincho/program/index.html）。NMR プラットフォームでは、大学に
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おいて一般的に共用機器として運用されている 300～600 MHz の NMR 装置よりも高性

能な、700 MHz から 950 MHz という超高磁場 NMR 装置群を中心に共用化されている。

これらの超高磁場 NMR 装置群は、先端物質研究を進める上で非常に魅力的かつ非常に

有益な分析装置である。そこでこの超高磁場 NMR 装置群を、全国の NMR 装置担当技

術職員の連携体である「NMR 担当技術職員ネットワーク（NMR Club）」（33 大学より

66 名の技術職員が参加）によって活用できるようにするための試行取組を行った。 

NMR プラットフォームでは、2021 年度から超高磁場 NMR 装置群の利用枠の 1 つと

して「連携・人材育成利用枠」が新設された。著者はこの利用枠に対して、NMR Club の

メンバーと共に「NMR 担当技術職員ネットワーク（NMR Club）における高磁場 NMR

遠隔利用環境の構築」という課題を申請し採択された。各大学で共用機器として運用さ

 

図 10．NMR PLATFORM におけるリモートオペレーションの概要図 
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れる NMR は、300MHz～600MHz クラスが一般的である。一方、NMR プラットフォー

ムでは日本に数台しか導入されていない 900 MHz や 950 MHz といった超高磁場 NMR

が利用可能である。そこで、この「連携・人材育成利用枠」を用いた取組みでは、NMR 

Club のメンバーを中心に全国の大学機関が、NMR プラットフォームの 600MHz 以上の

超高磁場 NMR 装置群をリモートシェアリングし、各大学の研究者が進める先端研究の

推進支援に活用することを目指した（図 10）。加えて、各大学において共用 NMR 装置

の管理・運用・測定支援などを担当する技術職員が、これらの最高性能の NMR 装置群

の利用の経験を積み、各大学の研究者の研究支援に NMR プラットフォームの超高磁場

NMR 装置群を簡便に活用できるようになるなど、超高磁場 NMR 装置群に利用に関す

る様々なハードルを下げることも目的の 1 つとした。 

NMR のリモート測定において最大の課題は、「試料をどのように安全に NMR 装置

が設置された拠点に送るか」であった。そこで、本取組みにおいて安全に輸送する手

法に関して様々な手法を、NMR Club ならびに本採択課題参加メンバーと共に検討し

た。検討ならびに試行の結果、著者は保温性能のある輸送箱の中にウレタン性クッシ

ョン材を敷き詰めて、安全性を確保する手法

を採用した。万が一試料管破損などが起こっ

た場合に備えて 10 ㎜ φ の NMR 試料管に中に

5 ㎜ φ の試料管を内包させることにした(図  
図 11．サンプル輸送ボックス 
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11)。また試料の送付を受け付ける NMR プラットフォーム側の拠点担当者が、複数の

配送業者を使うと手間が掛かる為、本プロジェクト時においては、同一の配送業者を

利用することを取り決めた。表 5 に 2022～2023 年度における連携・人材育成課題にお

ける利用実績を示す。赤字の案件は、連携・人材育成課題で利用した後、先端研究課

題に発展した例である。著者も、この試行取組を機に、大阪大学理学研究科 深瀬浩一

教授の研究テーマ「複雑構造を有する糖質関連化合物の構造解析」に関して、NMR プ

ラットフォームの超高磁場 NMR 装置を活用した先端研究支援に発展している（実施

機関：2023 年 11 月 ～ 2025 年 10 月）。 

  

表 5．連携・人材育成課題における実施詳細 

利用 開催日程 測定サンプル サンプル提供機関 

第 1 回遠隔利用 
（理化学研究所） 2022 年  8 月 天然合成化合物 大阪大学 

第 2 回遠隔利用 
（理化学研究所） 2022 年  9 月 

合成化合物 
コメ由来の酵素 
水溶性ポリマー 
糖鎖 
多糖類 

東北大学 
名古屋大学 

名古屋工業大学 
大阪大学 
鳥取大学 

第 3 回遠隔利用 
（理化学研究所） 2023 年  2 月 

微生物合成物 
高分子サンプル 
高分子サンプル 

北海道大学 
名古屋工業大学 

大阪大学 
第 4 回遠隔利用 
（大阪大学蛋白

研） 
2023 年  7 月 土壌溶液 東北大学 

第 5 回遠隔利用 
（理化学研究所） 2023 年  7 月 生物合成試料 

合成化合物 
北海道大学 
大阪大学 

第 6 回遠隔利用 
（理化学研究所） 2023 年 11 月 植物由来の糖脂質 鳥取大学 

第 7 回遠隔利用 
（理化学研究所） 2024 年 2 月 抗菌活性物質 名古屋大学 
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2．特色ある共用 NMR 装置の相互リモートシェアリング（2022 年～） 

それぞれの大学・研究機関において、それぞれ特色あるオプションや仕様を持つ共用

NMR 装置が運用されている。これらの“特色ある共用 NMR 装置”に関しても、既に述べ

たように、近年では遠隔操作による測定が可能となっている。これらの特色ある共用

NMR 装置群を、単独の大学・研究機関で網羅的に所有・運用することは難しい。そこ

で相互リモートシェアリングを活用することで、NMR 装置による分析機能や分析範囲

の拡大し、研究支援の範囲を拡大し研究力強化を図ることが可能なる。そこで、所属大

学では所有していない特色ある NMR 装置の補完すること、また所有 NMR 装置の故障

時のバックアップを確保することを目的に、遠隔操作技術を活用した全国の大学や研究

機関と協力して相互リモートシェアリングの取組みを進めた。 

図 12 に示すように、本学では対応が難しい試料形態を測定可能であり、本学では所

有していない特殊な検出器を持つ NMR 装置を持つ複数の大学や研究機関と連携してい

る。このような特徴ある NMR 装置群について、遠隔操作技術を活用してリモートシェ

アリングを行う体制を構築し、学内の研究者からもたらされる特殊な形態の試料の測定

や、特殊な測定法による研究支援や学外利用者対応を実施している（図 12）。これまで

の測定例としては、東北大学工学研究科とでフッ素樹脂解析を行うための高速 MAS プ

ローブ（高速 MAS プローブを用いることでサンプルピークとスピニングサイドバンド

の重複が解消されフッ素樹脂などの測定で活用）を利用、群馬大学とは高分子材料の緩
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和時間測定を行うパルス NMR 装置（時間領域 NMR とも呼ばれ高分子サンプルによる

緩和時間測定で活用）の利用などを、リモート測定技術を活用して実施した。 

また、故障しているプローブの利用が必要な外部分析相談があり、本学では対応でき

なかったため、著者が名古屋大学の機器をリモート測定する形で外部分析支援を行った。

東北大学の NMR 担当技術職員からは、実施経験のない溶液 NMR 測定方法について相

談があり、本学で著者らによって測定条件検討を行い、加えてリモート測定を利用して

東北大学の担当技術職員に対して東北大学の NMR 装置を用いて測定方法の講習を行っ

た。 

リモートシェアリング（遠隔操作を活用した広い機器共用）では、基本的に利用者が

遠隔で NMR 装置を操作する。遠隔ではあるものの、NMR 装置の操作・オペレーショ

ンを許可することになるため、NMR 装置管理・運用者にとっては、装置の故障や不調

に繋がる乱暴な操作等を未然に防ぐため、遠隔利用者の NMR 装置に関する理解度や測

 

図 12．本学理学研究科を中心にリモートシェアリングで連携する大学・研究機関
と、利用可能となった NMR 装置群 
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定スキルの確認が必須となる。そのため遠隔での直接オペレーションを許可するかどう

か測定スキル認定制度が設けられている機関もある。この測定スキル認定制度は全国共

通ではなく、各大学・機関毎に、それぞれ異なる運用形態や運用ルールを反映して、異

なる認定制度が設けられている。著者は、各機関で実地測定を行い、機関ごとに利用認

定を受けることでこの問題を解決し、遠隔操作での NMR 装置の利用・自主測定を可能

とした（図 13）。 

  

 

図 13．全国的な特徴ある NMR 装置のリモートシェアリング連携（遠隔操作による
NMR 測定）を実現するために行った、NMR 装置の遠隔利用認定の例（大阪大学蛋

白質研究所補助なし測定資格認定証） 
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遠隔操作を活用し共用機器を介した国際交流への展開 

著者が所属する大阪大学理学研究科では、2021 年に共用 NMR 装置だけでなく、共用

X 線回折装置や共鳴電子スピン測定装置（ESR）に関してもリモート測定の環境が整備

された。これらのリモート測定対応の共用機器装置群を利用し、海外の連携大学など、

遠隔地から理学研究科の共用機器群による測定・分析をリモートで行う測定・実験デモ

ンストレーションやリモートでの機器操作・分析実習を、国際交流イベントの一環とし

てオンラインで実施した。 

2021 年当時は、新型コロナウィルス感染症の世界的なパンデミックのため、海外渡

航は大きく制限され、国際交流は困難を極めていた。そこで海外渡航や往来なしでも海

外の研究者との交流を図るために、リモート測定技術を活用したオンラインでの先端共

用分析機器の測定・分析デモンストレーションや、リモートでの機器操作・分析実習を

国際交流に活用することにした。 

2021 年 3～4 月に実施した第 1 回目は、NMR 装置と X 線回折装置についてフィリピ

ン共和国のデ ・ラサール大学(DLSU)をはじめとして、インドネシア共和国のバンドン工

科大学(ITB)やタイ王国の大学研究者や学生を対象とした OU×DLSU グローバルリモー

ト測定交流会を開催した（図 14、参加者は延べ 223 名）。参加者の中には、大阪大学理

学研究科英語コースである統合理学特別コース(SISC)で博士号を取得し、母国で大学教
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員として活躍する卒業生も含まれており、後述する国際大学連携の取組のきっかけとな

った。 

さらに、本学理学研究科が実施している海外大学の学生を対象とした研究インターン

シップ（International Summer Program(ISP)2021）10）においても、共用 NMR 装置と共用

X 線構造解析装置を使ったリモート測定・分析の紹介ならびに体験会を、Zoom と

YouTube をつかったライブ配信によって実施した。参加者は、主にインド共和国やパキ

スタン ・イスラム共和国、フィリピン共和国といった東南アジア諸国を中心に、各国の

大学の理工系学部に所属する学部生や大学院生であった。NMR 装置に関する参加者は、

Zoom で 251 名、YouTube ライブ配信での最大視聴者数 210 人、YouTube 再生回数 2,208

回であった。一方、X 線構造解析装置に関しては、Zoom で 172 名、YouTube ライブ配

信で最大視聴者数 130 人、YouTube 再生回数 1,000 回と、どちらも機器でも大盛況であ

った。 

上に示したように、遠隔操作技術を活用した共用機器のリモート利用は、新型コロナ

ウィルス渦により海外渡航が困難であり、ロックダウンにより大学研究室において通常

の研究活動ができない状況であっても、大きく活用できることが示された。それに加え

て、本取り組みによって、先端研究設備・機器による測定・分析のデモンストレーショ

ンを通して、研究教育に関する国際交流の 1 つの手法としても大いに活用できることが

示され、現在においても継続的に国際的な研究教育交流に活用している。 
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共用研究機器の遠隔操作を活用した国際連携研究への展開 

遠隔での先端共用研究設備・機器の測定・分析講習などが、国際交流イベントに十分

に活用できることが分かったが、この国際的な遠隔操作を単発的なイベント利用に留め

ず、国際共同研究のツールとしてより一層発展させて活用するため、研究サンプルの遠

隔測定も試行した。 

デ ・ラサール大学（DLSU、フィリピン共和国）から、本学へ研究サンプルを郵送し、

理学研究科の共用 NMR 装置で測定するなどの取組みを実施した。この取組を加速・展

開するため、2022 年度より本学理学研究科化学専攻と DLSU 理学部化学科とが、フィ

リピン現地で主催する国際交流ワークショップに共用機器を管理している技術職員も

同行し、本学理学研究科の先端共用機器（NMR 装置や電子顕微鏡など）に関連させな

がら、本学の充実した研究基盤や研究設備・機器の紹介や、NMR 装置を現地からリモ

 

 

図 14．東南アジアの大学向けに実施した、大阪大学理学研究科の先端研究設備・機器を遠隔操作
するなどリモートオペレーション実習の様子（2021 年に実施したリモート測定交流会及び 2022

年に実施した ISP2021） 
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ート操作し測定・分析する実演を行った。更に現地学生の教育と研究力の向上を目的と

して、大学の教員や技術職員ならびにメーカーの技術者の連携による NMR 講習や実習

も実施した（図 15、図 16）。 

本学理学研究科の教員が NMR の原理に関する授業を実施し、同行する技術職員が実

際に DLSU の NMR 装置を使っての実習やリモートでの本学理学研究科の NMR 装置の

リモート利用等の実演を行った。測定後のデータ解析については、同じく同行する機器

メーカーの技術者が講義を行い、国際的な研究交流と人材育成を産学協働で推進した。

これらの DSLU との協働取組みは、本学理学研究科で博士号を取得した DLSU の化学

系教職員と本学教職員とが一丸となって企画・運営しており、最近では化学系だけでな

く数学系や宇宙地球系といった他の分野や、他大学の研究者も参加するなど広がりを増

 

図 15．フィリピン デ･ラサール大学（DLSU）で実施した本学理学研究科と同大学
との国際交流ワークショップの様子（2024 年 3 月に実施） 
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すなど、DSLU との連携は着実に深化している。それに呼応して、DSLU の学生が本学

理学研究科博士課程に進学する動きも見られるようになっている。 

 
  

 

図 16．フィリピン デ･ラサール大学（DLSU）で実施した本学理学研究科と同大学と
の国際交流ワークショップのプログラム。理学研究科より教授 4 名と技術職員 2 名、
日本の分析機器メーカーより 2 名で 3 日間（令和 6 年 3 月 12 日～14 日）の交流プロ

グラムを実施した。著者は、赤枠部分（NMR 装置の実習）を担当した 
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第3章 高度 NMR 分析環境の構築に向けた種々の技術的取組み 

機器共用に用いる NMR 装置は、市販の標準仕様 NMR 装置に、市販の測定・分析オ

プションを追加する形（分析機器メーカーの標準仕様）で運用されることが多い。大幅

にカスタマイズ、あるいは改造した NMR 装置を、共用機器として用いることは非常に

少ない。これは、研究者の利用ニーズが大きな標準的な分析機能を、安定・継続的に提

供することが共用機器に求められる大きなタスクの 1 つであるからである。しかし先端

研究を行う大学の研究現場においては、分析機器メーカーが提供する標準的な仕様やオ

プションだけでは測定が困難な分析要望が多くもたらされる。このような NMR 分析に

対する多様な分析ニーズに対応することは、即ち先端的な研究支援の実施に直結してお

り、「研究展開の種や研究成果となる新たな価値」を提供することになる。そのため「メ

ーカー標準仕様では実現できない NMR 分析」は、高度な研究支援という点において非

常に重要である。しかし、既に述べたように、余りに特殊な装置改造等は、広く多くの

研究者に活用してもらう「共用機器」とは相容れない。カスタマイゼーションと汎用性

の両立、それらの最適なバランス維持が非常に重要となる。 

本章では、標準仕様の共用 NMR 装置では対応できない研究者からの特殊な分析要望

に応えるため、共用 NMR 装置群に対して著者が行った様々な分析機能拡張や分析環境

拡大等の取組について示す。 
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3－1． 低温～液体窒素温度条件下での NMR 測定を実現するための 

低温ガス安定供給システムの改良 

試料温度を変えて NMR 測定を行うことは、これまで分子構造等の変化に関連する反

応・速度定数の決定等に用いられてきた。最近では、低温 NMR 測定は、従来の物理化

学的定数等の決定のためだけでなく、低温環境におけるガスハイドレートや Li 電池等

の新規材料の構造解析等に用いられるようになっている。このような、低温環境下にお

ける構造解析は新しい分析対象であり、対象物の社会的関心の高まりもあり、低温 NMR

測定に対するニーズは近年大きく高まっている。 

低温条件下での NMR 測定を行うためには、試料を望む温度に冷却し維持する必要が

あるが、その手法として温度制御された低温ガスを試料に吹きかける手法や、乾燥ガス

を寒剤で冷却するなどの手法が用いられている。どちらも NMR 装置メーカーから追加

機能オプションとして市販されているが、いくつかの大きな制約があるのが実情である。

例えば、-50℃以下の低温ガスを安定的に供給し、この温度領域での低温 NMR 測定を行

うためには、価格が 100 万円以上の非常に高価なオプション機器を導入する必要があ

る。加えて、-100℃を下回る低温領域での低温測定を実現することは、市販オプション

では容易ではない。 

試料の冷却に用いる低温ガスの生成方式としては 2 つの手法が用いられている。1 つ

目の手法は、窒素ガスを液体窒素中に浸した銅管を通して冷却し、それをプローブのヒ
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ーターにより温度調節して低温ガスを試料に吹きかける方式である。この手法で安定的

に低温ガスを供給できる時間は、47 L 容器の窒素ガスボンベ 1 本で 1 時間程度でしか

ない。2 つ目の手法は、液体窒素と気化器を利用するものである。気化器によって液体

窒素から窒素ガスを気化させ、それを冷却ガスとして用いる。この方式でも 100 L の液

体窒素を使って 4 時間程度の低温環境を維持することしか出来ない（4 時間程度で液体

窒素 100 L が枯渇してしまい、液体窒素の補充のためにはガス冷却ならびに NMR 測定

を中断する必要がある）。実際の低温測定では、これらの低温状態を更に長い時間保持

し低温測定したいという要望が多く寄せられている。 

そこで市販オプションで実現可能な 1～4 時間程度を越えて、より長時間の低温測定

を実現するため、著者らはガスボンベの窒素ガスの代わりにコンプレッサーで長時間安

定的に生成できる乾燥空気を用い、これをデュワーに貯めた液体窒素に浸した銅管を通

して冷却する手法を開発した。液体窒素は、デュワーに貯められているため、低温ガス

生成を中断させることなく、容易に補充することできる。また低温ガスの元となる乾燥

空気もコンプレッサーによって連続的に供給可能である。これらの組み合わせによって、

市販オプション装置による低温測定時間（1～4 時間）という制限なく、長時間にわたり

従来の市販の低温測定ユニットよりも低い温度（-190℃）という低温測定環境を安定的

に維持できる低温測定ユニットが開発した（図 17、JSPS 科研費 JP17H00296 の支援を

受けて実施。https://kaken.nii.ac.jp/report/KAKENHI-PROJECT-17H00296/17H002962017jisseki/）。 

https://kaken.nii.ac.jp/report/KAKENHI-PROJECT-17H00296/17H002962017jisseki/
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長時間低温測定用の低温ガス生成ユニットの構築 

理学研究科でも市販の低温 NMR 測定用低温ガス供給システムを所有しているが、こ

のシステムでは、50 L の液体窒素デュワー内の熱交換用銅管に乾燥空気を流すことで低

温ガスを生成している。本技術開発では、この従来用いられてきたユニットをベースに

次の改良・改造を加えた。 

まず試料に吹きかける低温ガスの温度を下げるため、低温ガス生成システムから

NMR 装置への低温ガスを供給するチュービングの部分での熱損失を低減させことを目

的に、市販機で用いられていた樹脂製の断熱ホースを、熱損失の少ない真空二重管フレ

キチューブに置き換えた。しかし、生成される低温ガスの流量が安定せず、安定した温

度調整が困難であった。その原因を調べたところ、コンプレッサーで生成した乾燥空気

を冷却しているため、生成された低温ガス中に液体酸素と液体窒素が含まれており、そ

 

図 17．開発した低温ガス生成ユニットの模式図と全体像 
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の液化ガスの気化が NMR 検出器内で起きることにより、安定した流量調整が困難とな

っており、安定した温度制御が困難であることが判明した。そこで、液体窒素と液体酸

素を真空二重管フレキチューブの前でトラップする機構を追加し、外気との熱交換によ

って気化させる構造とした（図 18）。これにより NMR 検出器内における低温ガスの流

量が安定し、-150℃の低温ガスが安定的に供給出来ることが判明した。また液体酸素は

システム中の金属を酸化させるため、酸素除去フィルターで濃度を低減させている。 

常温の乾燥空気を使用して低温ガスを生成した場合、50 L の液体窒素デュワーでは 4

時間程度で液体窒素が消費される。そのため 4 時間を越える長時間低温測定を行うため

には、数時間おきに液体窒素を継続的に補充する必要がある。この補充間隔を長くし、

 

図 18．低温ガス用配管と熱交換トラップ設置図 
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液体窒素補充の手間を削減するため、コンプレッサーから供給される乾燥空気を予備冷

却し液体窒素冷却部に導入することを行った。コンプレッサーと液体窒素デュワーとの

間に新たにガス冷却用チラーを導入し、乾燥空気を-100℃に冷却した上で、液体窒素デ

ュワーに浸したガス冷却部に導入した。その結果、図 19 に示すように同じシステムで-

190℃の低温ガスが安定的に供給できるようになり、また、液体窒素の補充の間隔が 4

時間から 11 時間と大幅に延ばすことができた。 

本低温ガス供給システムは、低温測定を行わない場合には NMR 本体から低温ガス供

給用の真空二重フレキシブルホースを切り離すことで、簡単に通常の測定モードに復帰

でき、通常の NMR 装置として運用できるようになっている。開発した低温ガス供給装

置を使って、毎年 2～3 件程度の極低温 NMR 測定が行われており、「トリプチセン分子

ローターの構築 13」」などの研究成果に繋がるなど、NMR 装置を使った高度な研究支援

の 1 つとして活用している。  

 

図 19．予冷用ガスチラーの設置効果 
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3－2． 固体 NMR 用サンプル管 INSERT KIT の開発と禁水性物質測定スキー
ムの確立 

NMR 装置は、溶液試料だけでなく固体試料の測定にも用いられているが、特に材料

関連試料は固体状であることが多いため、固体 NMR 測定が行われている。外部磁場 B0

の方向に依存する相互作用である異方性相互作用について、溶液中に溶解した試料分子

では分子運動が高く平均化されるため、試料分子の“平均的な”配向・構造に関する情報

が得られる。しかし固体試料の場合には、固体状態であるがために分子運動が制限され

ており、異方性相互作用によるスペクトルの線幅広幅化がおこり、スペクトル中のピー

ク識別・解析が困難になる傾向がある。この異方性相互作用を低減させる方法として、

外部磁場 B0 に対して約 54.7°の角度（マジック角）に傾けた状態で回転させる Magic 

Angle Spinning （MAS）法が用いられている。試料サンプル管を高速回転させるため、図

20 に示すように試料サンプル管に圧縮空気を吹き付ける手法等で高速回転させている。

 

図 20．固体 NMR における MAS 機構の概要図 
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しかし、高速回転で発生される摩擦熱や吹き付けられる圧縮空気に含まれる酸素や水分

などが、試料の状態に悪影響を及ぼすことが懸念される。近年では電池材料開発の隆盛

に対応して、電池材料に用いられる禁水性化合物についての NMR 測定相談が大幅に増

えており、これらの試料測定に対する対応が必要となっている。これらの水分に対する

反応性が高い試料について、簡便かつ適正に固体 NMR 測定する方法を開発した。 

水蒸気フリー試料環境の構築に関する検討 

禁水性化合物を固体 NMR 装置で測定する際には、通常水蒸気を含まない窒素ガスも

しくは乾燥空気で試料環境を充満させる。窒素ガスは、窒素ガス発生器もしくは窒素ガ

スボンベを用いる発生させる方法が一般的である。固体 NMR 装置で試料管を高速回転

させるために必要なガス流量（通常 33 L/min 程度）、固体 NMR 測定に要する長い時間

（通常 4～30 時間程度）などを考慮すると、窒素ガスボンベを用いることは非現実的で

あり、窒素ガス発生器も高い純度（99.99%以上）で大流量（34 L/min 以上）を発生させ

る機種は、価格が 300 万円以上と高価であり多額の設備投資が必要である。そこで、既

に所有しているコンプレッサー型の乾燥圧縮空気を用いて、水蒸気フリーのガス供給シ

ステムを構築することにした（3-1 で紹介した低温ガス発生装置で用いたコンプレッサ

ー型の乾燥圧縮空気発生器を利用）。これを用いて、JEOL 社製 NMR 装置（ECA400WB）

を用いて、固体試料管用インナーセルの開発等を通して、固体 NMR 装置での禁水化合

物測定の手法を構築した。 
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固体 NMR 測定用の試料調製方法の検討 

固体 NMR 測定においては、試料管を高速で回転させながら NMR 測定を行うため、

専用の試料管を用いることが普通である。各 NMR 機器メーカーや附属品販売メーカー

から専用の試料管が市販されている（図 21）。 

電池材料などの開発では、禁水性・禁酸素雰囲下での試料調製等を行う必要があり、

通常はアルゴン雰囲気下のグローブボックス中で電池解体などの作業が行われる。固体

NMR 測定のためには、電池材料を専用試料管に移し替える必要があるが、この充填作

業もアルゴン雰囲気下で行う必要がある。このような禁水性材料等の移し替え作業を、

NMR 装置が設置された分析室で行うことは容易ではなく、電池材料を扱うユーザー側

にある専用の環境下で行うことが最も簡便かつ効率的である。このような特殊試料を扱

 

図 21．固体 NMR 測定用の試料サンプリングキット（左）と専用試料管（右）の
例（専用資料管は左より Varian 社 1.2mmφ, Varian 社 3.2mmφ, JEOL 社 4mmφ, 

Bruker 社 4mmφ, JEOL 社 8mmφ）。 
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う現場での固体 NMR 用試料調製を行うためには、約 10～40 万円/個と高価な専用試料

管を多数準備する必要があり、現実的な方式ではない。そこで、高価な専用試料管を多

数準備する代わりに、専用試料管に試料を詰めたインナーセルを挿入する方式として、

このインナーセル（図 22）を安価に大量に製作することで、簡便かつ効率的な固体 NMR

用の試料調製を行う方式を構築した。 

構築した手法では、安価なインナーセルを研究者に配布し、電池材料を扱う環境下で

研究者自身によってインナーセルに試料充填を行ってもらう。充填されたインナーセル

をアルゴン置換されたラミネート袋に入れ、NMR を設置している分析室に移送し、簡

易グローボックス中でインナーセルを専用試料管にセットすれば、非常に簡便かつ迅速

な固体 NMR 分析のサイクルが構築できる。また安価である分、場合によってはインナ

ーセルの再利用はせず、ディスポーザブルな試料管として利用できる。 

禁水性材料の固体 NMR 測定用のインナーセルの開発 

インナーセルは、本学理学研究科で固体 NMR 測定用に用いられている NMR 装置（日

本電子社製 ECA400WB）に適合した φ4 mm 試料管用と φ8 mm 試料管に挿入するため

 

図 22．制作したインナーセル（φ8 mm 用およびφ4 mm 用インナーセル）に試料
を充填した例（左）と専用試料管にインナーセルをセットする様子（右） 
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に、2 種類を開発した。開発に際して、本学コアファシリティ機構の工作支援部門にお

いて詳細設計ならびに製作加工を行った。 

まずインナーセルの素材について検討した。固体 NMR 測定で需要の高い測定核種で

ある 1H ・19F ・13C と、インナーセルの材料由来のピークとが重複しないようポリテト

ラフルオロエチレン（PTFE）、パーフルオロアルコキシアルカンポリマー（PFA）、ポリ

クロロトリフルオロエチレン（PCTFE）、ポロエチレン（PE）、ポロプロピレン（PP）を

検討した。それぞれの樹脂材料の化学組成・材料特性と加工性能を表 6 に示す。加えて

機械加工によって十分な寸法精度のもとに、容易に製作が可能な素材である点も考慮し

た。検討の結果、基本的に機械加工性が良好で、吸水率がもっと低い PCTFE をインナ

ーセルの材料として用いた。PCTFE を用いて、本学コアファシリティ機構工作支援部門

で設計・製作したインナーセルが図 23 である。著者のコンセプト図（ポンチ絵）を基

に、製作しやすいように本学コアファシリティ機構工作支援部門で設計されている。

2016 年 7 月に試作を終え、現在までに約 400 個のインナーセルを製作し、固体 NMR 測

定に用いており、学内の研究者だけでなく、民間企業による学外利用での固体 NMR 測

定にも利用している（これまで通算 300 検体程度の測定を実施した）。2023 年には、学

外利用として本インナーセルを用いて固体 NMR 測定を行った民間企業から、「社内で

の固体 NMR 測定に、大阪大学で開発されたインナーセルを用いたい。ついては、貴学

の研究成果有体物提供（MTA: Material Transfer Agreement）の枠組を使って有償提供して
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もらえないか？」との要望を受けた。それに対応して、本学で定められた MTA の手続

きに則り有償提供することとなった。2024 年 9 月までに合計 50 セットのインナーセル

の有償提供を行った。 

開発したインナーセルを用いて確立した禁水性化合物の固体 NMR 測定プロトコル 

以上に示したように、独自に開発したインナーセルの利用によって、電池材料などの

禁水性材料･化合物の固体 NMR 測定のプロトコルが確立され、簡便かつ効率的に固体

NMR 測定が行えるようになった。確立したプロトコルを図 23 に示す。 

表 6．インナーセルに用いる材料として検討した樹脂材料とそれらの化学的性質と機械工作
による加工性。PTFE：ポリテトラフルオロエチレン、PFA：パーフルオロアルコキシアル

カンポリマー、PCTFE：ポリクロロトリフルオロエチレン、PE:ポロエチレン、PP:ポロプロ
ピレン 

素材名 PTFE PFA PCTFE PE PP 

化学式 
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（D) 

50～55 62～66 75～80 60～70 115 
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図 23 に示すように、禁水性化合物を試料調製環境において固体 NMR 測定用に試料

をインナーセルに装填し、またインナーセルを脱ガス下（脱水蒸気雰囲気下）でラミネ

 

図 23．独自のインナーセルを用いることで確立させた、禁水性化合物の固体 NMR
測定のための試料調製･試料輸送･NMR 測定のプロトコル 
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ート袋に封入する。この手順により特別な試料調製器具や輸送器具等を用いることなく

簡単に輸送が可能となる。このような禁水性化合物を対象として、本プロトコルのよう

な簡便な固体 NMR 用試料調製や固体 NMR 測定を実現している例はなく、本取り組み

は共用固体 NMR 装置の活用を促進し、また固体 NMR 装置を活用した研究開発を広く

促進する非常に有用な取り組みである。 
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3－3．共用 NMR 装置の遠隔測定システムの構築 

共用 NMR 装置の多くは、導入後 10 年以上運用される場合がほとんどである。NMR

制御用コンピューターも、多くの場合は導入時点のコンピューターやオペレーティング

システム（OS）がそのまま継続的に用いられる。NMR 測定を制御するコンピューター

の OS として Windows が主に用いられているが、Windows OS の公式サポート期間は 10

年程度であるため、10 年以上 NMR 装置を運用する場合には、公式サポートが終了した

Windows OS（レガシーOS と呼称される）を用いる制御用 PC を利用せざるを得ない。

この場合、レガシーOS の脆弱性の問題等のため、制御 PC をインターネットに接続す

ることは危険であり、それ故にインターネット接続が学内ルールによって禁じられてい

る。このような NMR 制御 PC のインターネット“非接続”の状況は、理学研究科におい

ても同じである。現在運用中の共用 NMR 装置 10 台のうち 8 台が運用期間 10 年以上の

経年機であるため、全ての共用 NMR 装置がインターネット接続を行っていない。 

これらレガシーOS を用いる制御コンピューターを持つ共用 NMR 装置を、インター

ネット経由で安全に遠隔測定を可能にするため、次の 2 つの手法を用いた。 

第 1 の方法として、比較的簡便に導入・運用できる市販の KVM over IP ユニットを用

いた。KVM over IP ユニットは、遠隔制御したいコンピューターのキーボード

（Keyboard）・ビデオ(Video) ・マウス(Mouse)の信号を、ネットワーク経由（IP）で配信・

制御することで、コンピューターに対して遠隔地からリモートアクセスを可能とする。
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本手法を NMR 装置の遠隔測定に用いる利点としては、KVM over IP ユニットは NMR

装置制御 PC のキーボード・ビデオ・マウスにアクセスするだけで、PC のハードディス

クや OS に対して“直接にアクセスしない”ため、ネットワーク経由での制御 PC のウィ

ルス感染やハッキング等の恐れが低く、ネットワーク管理が専門でない機器管理者でも

容易に導入かつ運用が可能な点である。しかし、市販の KVM over IP ユニットは、1 ユ

ニット当たり 15～20 万円と高価であり、全ての共用 NMR 装置に導入するには多大な

費用が必要となってしまう。そこで KVM over IP ユニットの代わりに「大学技術職員組

織研究会遠隔操作プロジェクト」（2020～2021 年、9 大学から 11 名の技術職員が参加。

著者も検証系チームに参加）において開発された、より安価なラズベリーパイを用いた

遠隔操作システムを導入した（図 24）。 

 

図 24．市販の KVM over IP に比べて、非常に安価に構築できるラズベリーパイを
用いた遠隔操作システム。9 大学 11 名の技術職員からなる大学技術職員組織研究

会遠隔操作プロジェクト」（2020～2021 年で開発）
 

 



 

72 
 

第 2 の方法は、NMR 制御 PC の上流側にルーターを導入し、特定の IP アドレスを持

ったローカルネットワーク（例えば NMR 機器担当者室のネットワーク）からのみアク

セスを許可する方法である（その結果、制御 PC から、また制御 PC へのインターネッ

トアクセスは不可となり、レガシーOS を持つ制御 PC のセキュリティも確保できる）。

このネットワーク設定により、アクセスを許可されたローカルネットワークからは、リ

モートデスクトップや Team Viewer などのリモートアクセスソフトウェアを用いて制御

PC へのリモートアクセスが可能となり、リモートオペレーションが行えるようになる。

学外からのリモートアクセスの際には、図 25 に示すように制御 PC にアクセス可能な

ネットワーク内に中継 PC を置き、その中継 PC に対して Zoom 等のオンラインミーテ

ィングソフトウェアやリモートアクセスソフトウェアで接続してもらい、中継 PC を通

して NMR 装置の制御 PC に接続する形をとった。この方式により、Zoom といった非常

にポピュラーなオンラインミーティングソフトウェアを用いることで、本学理学研究科

の共用 NMR 装置を使ったリモート測定を簡単に実現可能となった。この簡便さを活か

して、2-4 章で示したデ・ラサール大学（フィリピン）で実施した本学理学研究科の共

用 NMR 装置や共用 X 線回折装置の国際リモート測定実演や、それらを通した国際連携

の推進に大いに活用することができた。 

また、リモート測定を行って得られた測定データ共有（特に学外からリモート測定を

行う研究者との共用）については、2-1 章で示した全学研究設備・共通予約システムが
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ユーザーごとに測定データファイルを共有する機能を有しており、それを活用して共有

する個人を特定し、またセキュリティを担保した環境で測定データ共有・配信を行った。 

第 1 の方式では、主に理学研究科内の研究室からオートサンプルチェンジャーと併用

して利用しており、第 2 の方式では NMR 管理者による依頼分析や分析相談・トラブル

対応において日常的に場所を問わない機器共用のツールの 1 つとして活用している。ま

た、本システムは装置トラブルの即時対応にも活用している。装置利用中に装置トラブ

ルが発生した際に、制御用 PC 前に設置している Amazon Alexa デバイスを通して、機器

利用者から、機器管理者である筆者のスマートフォンに対してインターネット通話が可

能となっており、直ちに機器管理者に直接コンタクトが取れるようになっている。機器

管理者は、スマートフォンからの遠隔測定を用いてトラブル対応をしており、場所を問

わずに早期トラブル対応が可能となっている。  

 

図 25．リモートオペレーション環境の概要図 
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第4章 共用 NMR 装置を用いた種々の分子構造解析研究支援 

第 1－3 章にかけて、著者が行った NMR 装置の共用化のための制度作り、また NMR

装置の全学機器共用を促進･展開するための様々な取組、研究者への利便性向上、高度

な NMR 測定･分析のための技術開発などについてまとめてきた。本章では、共用 NMR

装置群を用いて、実際に行った様々な研究開発支援の例を示す。特に次の 3 つの区分

（①本学研究者への研究支援、②他機関の研究者への研究支援、③民間企業への研究

開発支援に分け、それぞれ研究開発支援の例を示す。 

4－1．本学研究者への研究支援の例： 

アブラナ科野菜由来のグルコシノレートが示す選択的な金属イオン反応
性の解明 14) 

カラシナやキャベツ、ワサビなどの辛味をもつアブラナ目には、グルコシノレート

(glucosinolates ：カラシ油配糖体(Mustard oil glycosides))が多くに含まれるが、これらの辛

みは、その植物体が補食などにより損傷した際に、グルコシノレートから生じるイソチ

オシアン酸アリル（カラシ油）に由来している 15）。グルコシノレートは植物の害虫や病

害に対する自衛に寄与していると考えられている 16)。また、“辛み”を生み出すカラシ油

配糖体の一部は、「わさび」や「マスタード」のような嗜好品して常用されており、健康

増進成分としても注目されている。 
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グルコシノレートの一種であるシニグリンは、酵素であるミロシナーゼ(myrosinase)

によって生分解されることでアグリコン（aglicone）が生成され、更に分解されてイソ

チオシアン酸アリルが生成されることが知られている（図 26）17,18）。 

しかし、驚いたことにシニグリンを基質とするミロシナーゼの酵素反応は、酸、

熱、様々な金属イオンとの反応など、化学的によっても再現される 19）。無機化学にお

ける HSAB 則で、ソフトなルイス酸として知られる硝酸銀によって水溶液中でシニグ

リンは速やかに分解されるが、この単純な無機反応は、シニグリンに対するミロシナ

ーゼの酵素反応に類似の反応として長い間知られてきた。しかし、生化学の発展の陰

でこの迅速な無機反応によるシニグリンの分解の詳細は未解明のままであった。 

 

図 26．シニグリンとミロシナーゼによる酵素反応による分解過程 
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本学理学研究科の舩橋らの研究グループでは、シニグリンの銀(I)イオンによる分解過

程を明らかにするため、シニグリンをアセチル化し脂溶性と結晶性を高めたのち、銀(I)

イオン （トリフルオロメタンスルホン酸銀由来）との化合物をメタノール中で合成した。

これを結晶化して単結晶Ｘ線構造解析を行ったところビニル基（C15 と C16）と銀(I)イ

オンが錯形成している事が判った（図 27）14)。 

一方、シニグリンとミロシナーゼとの酵素反応は、グルコースのアノマー位である C-

S 結合が切断されることで起因されていることが知られており、この単結晶Ｘ線構造解

析の結果は、酵素反応による反応機構を説明できるものではなかった。そこでシニグリ

ン溶液中の銀(I)イオン濃度を変化させて、NMR 測定を行った（図 28）。 

 

図 27．銀(I)イオン-シニグリン単結晶 X 線回折結果 
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その結果、ビニル基（C15･C16）と Ag との錯形成による H15・H16 シグナルと同

様に、グルコースのアノマー位である H1 プロトンシグナルも、銀(I)イオンの作用に

よりシフトしていることが判った。そこで銀(I)イオンの濃度に対する、H1 および H15

のケミカルシフト値をプロットし錯形成定数を求め（図 29 A と B）、更に H15 と H1

のケミカルシフト値の相関プロットを行ったところ、2 つ H 原子のケミカルシフト量

が直線的な相関を示すことが分かった。これらの結果は溶液中において、銀(I)イオン

 

図 28．銀(I)イオン-シニグリン NMR 測定結果 
（1）シニグリンのみ（2）シニグリン+AgOTf1 等量添加 
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がシニグリンに対してビニル基と同程度に H1 原子が繋がる硫黄原子 S12 とも錯形成

することを示すものであった（図 29）。 

以上により、銀(I)イオンによるシニグリンの分解反応と、シニグリンに対するミロシ

ナーゼの酵素反応の間には、顕著な類似点があるだけでなく（図 26 および 30）。銀（I）

イオンのルイス酸性によってシニグリンのアノマー位の C1-S12 結合の分極が誘起され、

 

図 29． （A）銀(I)イオン濃度に対する H15 1H-NMR ケミカルシフト値のプロット 
（B）銀(I)イオン濃度に対する H1 1H-NMR ケミカルシフト値のプロット図 
 （C）H1 に対する H15 の 1H-NMR ケミカルシフト値のプロット図 
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C1-S12 結合を効果的に弱めていることが判明した。この相互作用により、シニグリン

の加水分解が誘起され、グルコースと Silver(I)-Aglycone 錯体が生成されていることが明

らかとなった（図 30）。 

著者は本研究の要となった Ag(I)･シニグリン混合溶液の NMR 測定および NMR スペ

クトルのピーク帰属を行い、Ag(I)添加によるシニグリン分解反応機構の解明に貢献し

た。 

この研究はフィリピン共和国 デ・ラサール大学（DLSU）からの留学生である Dr. 

Laurenzo De Vera Alba（現在は DLSU 教員）による研究の一部であり、同氏の大阪大学

と DLSU でのダブルディグリー博士論文（DDP）の一部となっている。なお、2 章 4 節

で紹介した OU-DLSU の国際連携において、同氏は中心的な役割をしており現在も大阪

大学理学研究科の教員との間で共同研究が続いている。  

 

図 30．銀(I)イオンによるシニグリンの分解過程と銀(I)イオンによる錯形成模式図 
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4－2．学外研究者支援：環状ジペプチド抗歯周病原細菌剤の構造解析 20) 

歯周病は、むし歯（う蝕）と並ぶ口腔二大疾患の一つであり、Porphyromonas Gingivalis

を代表とする歯周病原細菌が原因となって発生する感染性疾患である。成人の 70～80%

が歯周病に罹患していると言われており、世界で最も患者数の多い感染症としてギネス

ブックに登録されている 21）。さらに近年、歯周病が糖尿病、細菌性心内膜炎、誤嚥性肺

炎、早産・低体重児など全身の疾患と深く関わっていることが明らかになり、歯周病の

治療、予防の重要性が示されている 22）。 

歯周病治療として急性症状を示す場合、抗菌薬が投与されるが、薬剤耐性菌の出現や

投与薬へのアレルギーなどが問題となっている。そこで代替療法として、近年、プロバ

イオティクス（腸内細菌叢を改善し，宿主に有益な健康効果をもたらす微生物とそれら

の増殖，促進をもたらす生きた微生物）の効果を活用する研究が行われている。歯周病

の改善や抑制に有益な効果を与えるプロバイオティクス菌として、Lactobacillus 

salivarius、Lactobacillus reuteri, Streptococcus salivarius、Enterococcus faecium などがある

23,24,25）。しかし、歯周病に対するプロバイオティクス菌の抑制効果の基礎的なメカニズ

ムについては明確に解明されていないのが現状である。 

そこで、鶴見大学歯学部歯学科口腔微生物学講座の大島朋子教授らの研究グループで

は、乳酸菌 50 株中、歯周病原細菌である Porphyromonas Gingivalis に対して、最も強い

抗菌活性を示した Lactobacillus fermentum ALAL020 が産生する抗菌物質の同定を進め
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た。Lactobacillus fermentum ALAL020 の産出物から分離・精製した中で、H8-1 とコード

された化合物群が最も抗菌活性が高く、H8-2 とコードされた化合物群が二番目に抗菌

活性が高いことが分かった。それぞれの化合物群に対して、LC-MS にて質量分析を行

ったところ、H8-1･H8-2 ともに、分子量 226.131 の化合物が主成分であり、精密質量か

ら予想される組成式は C11H18O3N2 であった。ただし、H8-1 と H8-2 の化合物群は、LC

において異なるリテンションタイムを示していることから、構造異性体である可能性が

高いと考えられた。この化合物について FT-IR にて分光分析をおこなったところ、IR ス

ペクトルの結果から 1200～1700 cｍ-1 付近の吸収があり、アミド基を持つ化合物である

ことが予想された。しかし、更に詳細な分子構造の決定で行き詰まった大島教授らのグ

ループからの要請を受けて、著者はこの 2 つの抗菌化合物について、NMR を用いて詳

細な分子構造解析を行った。 

H8-1 の 1H と 13C の一次元 NMR スペクトルを示す（図 31）。この結果から、水素原

子と炭素原子の構成原子数は、LC-MS で予想された原子数と同じであり、LC-MS で予

想された組成式が、実際の分子式と一致することを確認した。二次元 NMR 測定の結果

が図 32 である。1H-1H 相関と 1H-13C 相関から結合している原子ユニットを決定し、さ

らに N の位置を C=O のケミカルシフト値から決定した。H8-2 についても同様の解析を

進めた。 
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その結果、H8-1 と H8-2 の構造式は、図 33 の物質であると決定した。この物質は既

知の抗菌物質であるヒドロキシプロリンとロイシンの 2 つの部分から成る環状ジペプ

チドである事が判明した。構造解析によって明らかとなった抗菌性化合物は、既知の 2

つの抗菌化合物が結合した化合物であったが、歯周病原細菌剤としての効果がある事が

初めて明らかとなったことで、各種論文発表 26）や特許取得 20)に至った。 

本研究は、分子や化合物に関する先端化学分析設備を保有していない鶴見大学歯学部

の研究グループに対して、合成物質確認や未知物質同定に関して豊富な経験を有する本

学理学研究科の共用 NMR 装置群を用いて他大学の先端研究支援を行い、そのコラボレ

ーションの結果、非常に豊かな研究成果に結びついた 1 つの好例となった。 

  

 
図 31．H8-1 の 1H・13CNMR 一次元データ 
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図 32．H8-1 の NMR 二次元データ 

 
図 33．H8-1 の平面図 

 



 

84 
 

4－3．共用 NMR 装置を活用した企業研究者支援･産学協創： 

優れた細胞剥離性を有する温度応答性ポリマーの構造解析 27) 

細胞剥離性を有する温度応答性ポリマーは、特定の温度で細胞がポリマー表面から剥

がれるように設計されており、ポリマープレート上で培養した細胞を、温度制御によっ

て細胞シートとして容易に回収できるなど、医療分野での応用で注目されている 28）。例

えば、再生医療では、患者より採取した体細胞を培養容器内で培養・増殖・分化し目的

とする臓器・組織・細胞に加工するが、シート状に培養した細胞を傷つけずに培養容器

から剥離･回収することは大変困難な作業である。心臓や皮膚の治療に用いられる細胞

をシート状に培養した後、回収する際に細胞剥離性を有する温度応答性ポリマーをシー

ト状の基材として用いることで、単にポリマー基材を冷却するだけで、細胞シートの回

収が容易に達成できる。この温度応答性細胞培養ポリマーとして、種々のものが開発さ

れている。例えば、下限臨界溶液温度（LCST：温度感受性ポリマーの性質が大きく変

わる温度。ここでは親水性･疎水性が変化し、細胞剥離が起こりやすくなる温度）が 32℃

であるポリ－Ｎ－イソプロピルアクリルアミド（PNIPAM）などがある 28）。 

ダイキン工業株式会社では、この温度感受性と細胞剥離性を持つ PINIPAM の温度感

受性を向上させ、また細胞剥離性基材としての塗布や成型などが容易に行える材料とな

るよう、同社が開発したデンドリティックポリマーに N-イソプロピルアクリルアミド

（NIPAM）を重合させた温度応答性の細胞剥離性デンドリティックポリマーを開発して
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いる。デンドリティックポリマーは、ダイキン工業株式会社によって S-(4-ビニル)ベン

ジル S’-(2-エチル-1-ヘキシル)トリチオカーボネートを原料として重合によって生成さ

れたもの（デンドリティックポリマー1 と呼称。詳細については非公開）を用いた。こ

のデンドリティックポリマー1 と N-イソプロピルアクリルアミド（NIPAM）を重合さ

せ、温度応答性と細胞剥離性を持つデンドリティックブロックコポリマーHBP-0 を合成

した。 

HBP-0 の分子量分布をサイズ排除クロマトグラフィー（GPC）で解析したところ、デ

ンドリティックポリマーでよく見られる単分散ポリマーではなく、多分散ポリマーであ

ることが判明した。この多分散の HBP-0 を、GPC を用いて分子量ごとに 5 つの区分に

分画した（HBP-1~5）。表 7 は、分画前の HBP-0 および分画後の HBP-1~5 の重量平均分

子量（Mw）と多分散度（Mw/Mn）、３T３マウス線維芽細胞の剥離時間である。細胞剥

離時間については、比較として NIPAM のホモポリマー（PNIPAM）も合せて示してあ

表 7．各サンプルによる重量平均分子量、多分散度、細胞剥離時間 

サンプル Mw Mw/Mn 細胞剥離時間 

HBP-0 624,300 4.9 21 分 
HBP-1 2,545,400 5.3 11 分 
HBP-2 1,349,400 3.4 12 分 
HBP-3 926,200 2.5 12 分 
HBP-4 644,700 2.7 10 分 
HBP-5 633,500 1.8 14 分 

PNIPAM(比較) 99,800 1.3 20 分 
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る。HBP-0 や PNIPAM に比べ高分子量成分を多く含む HBP-1～4 は細胞剥離時間が短

く、細胞剥離性が大きく向上していることが明らかなり、デンドリティックブロックコ

ポリマーが高分子量化することで細胞剥離性が強化されることが初めて明らかとなり、

同社によって特許化されるに至った 27）。 

ただし、このような高分子量体が多分散として生じる理由については不明であり、

HPB-0 が多分散サンプルになるメカニズムについて、著者も参加している共同研究とし

て解析を実施した。デンドリティックポリマー1 の分子量は GPC の結果から１～2 万と

見積もられた。NMR における主鎖-末端構造解析を行うことで HBP-1～5 の分子量推定

を行ったところ、意外なことに約 30 万と見積もられた。この結果は分子量約 30 万のデ

ンドリティックブロックコポリマーがまず生成し、会合とそれに続く連鎖移動やラジカ

ルカップリングにより化学結合を形成し、架橋することで高分子量体が生成したと解釈

できた。表 7 を改めて見ると HBP-1~5 の分子量は 30 万の整数倍であり、分子量約 30

万のデンドリティックブロックコポリマーの 2～8 量体である事が判明した。これらの

 
 

 
図 34．デンドリティックブロックコポリマーの模式図 

分子量 約 30 万のコポリマー コポリマーの 8 量体イメージ 
（分子量 約 240 万 = HBP-1） 
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結果から、図 34 に示す模式図のように、分子量 30 万のデンドリティックブロックコポ

リマーがまずは生成され、それが重合し、2･3･4･8 量体のブロックコポリマーが生成さ

れたものと推定された。 
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第5章 結論と展望 

5－1． 結論 

本論文では、著者が理想とする研究支援体制である 「研究者が必要なタイミングで必

要な機器に容易にアクセスでき、必要十分な研究相談や技術支援を受けることで、貴重

な研究成果を容易に創出できる環境と仕組み」の構築を目的に、これまで行ってきた

種々の取組内容と成果についてまとめた。 

1 章において、まず NMR 装置に関する説明や大阪大学における機器共用システムや

共用 NMR 装置群、本 TC 論文申請の経緯について説明した。 

2 章では、著者が入職時には、既に熟成されていた 「理学研究科における機器共用マ

インド」を基に、機器共用の仕組みを整備することで、研究者と機器管理担当者間の連

携の強化やそれによる研究支援の強化についてまとめた。更に、全学統括部局 （現在の

コアファシリティ機構）と密に連携しながら学内他部局や学外への展開、研究室管理機

器の共用化、リモート技術を活用した他機関連携・国際連携などを進めたことについて

もまとめた。このような取組の結果、理想とする機器共用システムに着実に近づいてい

ることが改めに確認できた。効率的運用による共用化や集中管理の弊害として、研究者

と機器管理者の距離が遠くなることで研究者の共用機器への関心が薄くなることが懸

念される。この点についても、教員や学生が機器共用の運営に関与する事で他人事にな

らないよう大いに配慮して共用システムの構築を実施してきたが、そのお陰で機器管理
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者と研究者間の距離間はそのままに、共用体制や共用連携、研究支援の強化が図られた

と感じる。その結果、学内外の研究者からの要望をもとに 3 章で紹介したような技術開

発を実施することにも繋がり、2 章で紹介した機器利用増加や国際協働など研究者と協

力しながら各種支援を実施することが可能な環境が熟成されてきたと考えている。 

3 章では、先端研究の支援を推進するため、高度 NMR 分析環境の構築に向けた種々

の技術的取組みについてまとめた。市販のオプション装置では実現が難しかった低温測

定の継続的な長時間測定を実現するため、低温ガス供給システムを新たに開発し、-

190℃で 11 時間以上の低温ガス供給を安定的に行えるようにした。また、電池材料等で

ニーズが高まっている禁水性物質の固体 NMR 測定を簡便かつ効率良く行うため、固体

NMR サンプル管用 INSERT KIT を開発し、民間企業も含めて多くの固体 NMR 測定に

適用した。加えて、遠隔測定技術を活用して、NMR プラットフォームが運用する超高

磁場 NMR 装置や、他機関が持つ特徴ある NMR 装置を先端研究支援に活用するスキー

ムを構築し、自前の NMR 装置群では対応できない試料の測定を通して先端研究支援に

活用した。 

4 章では学内･学外（他大学や民間企業）の研究者に対する研究支援例の一部を紹介

した。多くの支援例は守秘義務の関係で公開出来なかったが、基本的には構造解析を行

った後に評価方法の提案などを行ってきた。未知試料の構造解析相談では、NMR 装置

を普段用いない分野の研究者から 1 年単位で構造が決定できずに研究が停滞している
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などの話を聞くことがある。著者は、研究者が必要とする研究支援を明確にし、それに

対する十分なコンサルタントができる適切な高度専門人材へと繋げ、また必要な分析へ

の迅速かつ簡単なアクセスを提供し、研究者にとって真に価値ある共用システム･研究

支援システムの構築を目指して日々取組んできた。未だ完成には至っていないが、4 章

で示したような好事例も生まれていることを、本論文の作成を通して実感している。 

  



 

91 
 

5－2． 展望 

機器共用の取組は全国に広がっており、各大学 ・研究機関の研究設備の多くが共用さ

れている。しかしながら、研究設備の共用と共に重要な 「研究者が求めている研究成果

を得るために必要な、適切な知識・経験・技術を持った高度専門人材とのマッチングや

アクセス」については、未だに確立されていないのが現状である。研究者の研究ニーズ

に合致した適切な高度専門人材とマッチングさせ、そのような高度専門人材に容易にア

クセスできる仕組み作りについては、更に改善が必要であり、今後も継続して構築･改

善を続けていきたいと考えている。このような制度作りに加えて、著者個人としても、

構造解析系 TC で学んだ NMR 分析以外の分析・研究分野に関する知識を活かし、先に

紹介したように、適切な高度専門人材と出会えていない研究者に対し、TC カレッジや

NMR Club、学内の共用連携などのネットワークを通して、適切な高度専門人材を紹介

できる研究支援ハブ的な役割を担える研究基盤人材･研究技術者に更に成長していきた

いと考えている。 

研究支援ハブとしてだけでなく、これまで通りに、様々な連携・協働の取組も更に発

展させて行きたいと考えている。また本論文では紹介していないが、著者は NMR 装置

の運用には必須となる液体ヘリウムに関して、その地域リサイクルを大阪大学コアファ

シリティ機構と連携して実施している。このような取組を、地域での NMR 分析連携と

合わせることで、より実効的な NMR 地域連携を展開していきたい。また本論文の 2-4
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章でも示したように、NMR 担当技術職員ネットワーク（NMR Club）を設立し、機関の

枠を越えた人的ネットワーク形成を進めてきた。さらに大学連携研究設備ネットワーク

との連携も展開し、NMR 関連の各種講習会を企画・運営することで人材育成にも貢献

してきた。加えて、国立大学法人機器分析センター協議会事業検討委員会 11）や一般社

団法人研究基盤協議会共創の場委員会 12）などで、技術職員に関するイベントの企画・

運営も行ってきた。今後もこの様な活動を通じて、NMR を軸とした全国の研究力強化

を推進していくだけでなく、それに必要な全国的な連携を先導し、研究支援のハブとし

ての役割を担える人材に成長していきたいと考えている。  
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・特許 

1. 環状ジペプチドを含む抗歯周病原細菌剤 
三浦 竜介 ,  水谷 武夫 ,  新 良一 ,  前田 伸子 ,  大島 朋子 ,  河井 智美 ,  
井川 聡 ,  谷 篤史 ,  稲角 直也 
特許第 6837628 号 2021 年 2 月 
 

・外部資金獲得 

1. NMR 周辺機器の作成と評価に関する相談  
株式会社 VARTEC 学術相談 2020 年 12 月 - 2025 年 11 月 
稲角直也, 戸所泰人 

 
2. 分析機器を活用したフッ素樹脂の構造解析  

ダイキン工業株式会社 共同研究 2016 年 4 月 - 2025 年 7 月 
岡村高明, 稲角直也, 伊藤彰厚, 戸所泰人 

 
3. 未知物質同定技術に関する相談  

松谷化学工業株式会社 学術相談 2024 年 6 月 - 2025 年 3 月 
稲角直也 

 
4. 固体材料の構造解析に関する研究  

パナソニック ホールディングス株式会社 プロダクト解析センター 共同研究 
2012 年 7 月 - 2025 年 3 月 
青島貞人, 金澤有紘, 稲角直也, 戸所泰人 

 
5. 機器分析技術の開発  

株式会社 VARTEC 共同研究 2015 年 12 月 - 2020 年 11 月 
村田道雄, 古谷浩志, 稲角直也, 戸所泰人 

 
6. 卓上型マルチディスペンサ開発に関する相談  

船井電機株式会社 学術相談 2019 年 11 月 - 2020 年 2 月 
稲角直也, 大森博文, 伊藤彰厚 

 
7. NMR における液体窒素を用いた低温ガス安定供給システムの改良検討  

日本学術振興会 科学研究費助成事業 奨励研究 奨励研究 2017 年 - 2017 年 
稲角 直也 

 
8. 様々な抗酸化物質の共存下での特異な活性種消去能（相乗・相殺効果）の解明  

日本学術振興会 科学研究費助成事業 基盤研究(C)  2013 年 4 月 - 2016 年 3 月 
末石 芳巳, 古武 弥成, 大和田 滋, 稲角 直也, 真明 正志, 遠藤 伸之, 鵜飼 光
子 
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・技術発表 

1. 国際協働を加速する先端研究機器のリモート活用 ～機器共用を通した新たな協
働取組み～  
稲角直也 
生産と技術 Vol.76(No.3) 2024 年 6 月  

 
2. NMR 運営における遠隔環境整備と活用  

稲角直也 
大阪大学理学研究科技術部報告書 31 2023 年   

 
3. 装置の DX 化によりあらゆる警報を外部に通知する  

千葉寿, 古館守通, 藤崎聡美, 玉木俊昭, 稲角直也, 戸所泰人, 島崎英行, 須恵耕
二, 木村和典, 豊田朋範 
機器・分析技術研究会 2022 年   

 
4. 周囲に人がいない時代の危機を乗り切るための新しい機器管理  

千葉寿, 古館守通, 藤崎聡美, 玉木俊昭, 稲角直也, 戸所泰人, 島崎英行, 須恵耕
二, 木村和典, 豊田朋範 
機器・分析技術研究会 2021 年   

 
5. 超電導マグネットにおける事故と対応  

稲角直也, 笹尾愛 
機器・分析技術研究会 2021 年  

  
6. 遠隔操作システムプロジェクト~検証系チーム状況報告~  

戸所泰人, 稲角直也, 植原邦佳, 上田瑞恵, 水田敏史 
機器・分析技術研究会 2021 年   

 
7. 令和 2 年度大学間連携による研究基盤強化を目的とした NMR 技術職員の活動  

木村悟, 安東真理子, 稲角直也, 瀧雅人, 鳥居実恵, 水田敏史 
機器・分析技術研究会 2021 年   

 
8. 所有からシェアへ : 分析機器と技術のコアファシリティ化  

稲角 直也, 戸所 泰人, 伊藤 彰厚, 飯島 憲一 
生産と技術 73(1) 78-82 2021 年  

 
9. 大学間連携による研究基盤強化を目的とした NMR 担当技術職員の活動紹介 : 

共用研究設備・機器の学外利用促進、人材育成法のロールモデルの提示  
木村 悟, 安東 真理子, 稲角 直也, 瀧 雅人, 鳥居 実恵, 水田 敏史 
年次学術大会講演要旨集 35th(35) 39-42 2020 年 10 月 31 日   

 
10. コロナ禍における NMR 講習と機器利用の検討  

稲角直也 
機器・分析技術研究会大会報告集 2020 年   

 
11. NMR 用低温ガス安定供給システムの改良整備  

稲角直也 
大阪大学理学研究科技術部報告書 27 2019 年   

 
12. 低温 NMR 測定における低温ガス安定供給システムの改良検討  

稲角直也, 日高志郎 
機器・分析技術研究会大会報告集 2018 年   
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13. NMR における液体窒素を用いた低温ガス安定供給システムの改良検討  

稲角直也, 日高史郎 
九州地区総合技術研究会講演・技術報告集 2017 2018 年  

  
14. 理研・理学研究科連携プロジェクト拠点 FT-MS 移設報告  

稲角 直也 
大阪大学低温センターだより 168(168) 38-38 2018 年 1 月   

 
15. 歯周病原菌に対する Lactobacillus 属細菌により産生される抗菌成分の同定

(Determination of the antibacterial constituents produced by lactobacilli against a 
periodontal pathogen)  
河井 智美, 大島 朋子, 新 良一, 井川 聡, 谷 篤史, 稲角 直也, 前田 伸子 
日本細菌学雑誌 72(1) 137-137 2017 年 2 月   

 
16. Lactobacillus fermentum によって産生された Porphyromonas gingivalis に対する抗

菌物質  
河井 智美, 大島 朋子, 新 良一, 井川 聡, 谷 篤史, 稲角 直也, 水谷 武夫, 三
浦 竜介, 五味 一博, 前田 伸子 
腸内細菌学雑誌 30(2) 96-96 2016 年 4 月   

 
17. ヒトチトクローム P450 によるクロロピレンの in vitro 代謝解析  

永吉晴奈, 柿本健作, 柿本健作, 稲角直也, 谷篤史, 小西良昌, 梶村計志, 大浦健, 
中野武, 早川和一, 鳥羽陽 
環境化学討論会要旨集 24th 2015 年   

 
18. ヘリウムガス回収率向上への取り組み  

笹尾愛, 川井昭, 本庄浩司, 伊藤義浩, 古木良一, 稲角直也, 戸所泰人, 竹内徹也, 
野末泰夫, 田島節子 
Research Report. NIFS-MEMO Series (67) 2014 年   

 
19. ヘリウム回収ラインの改良について  

稲角 直也, 戸所 泰人 
大阪大学低温センターだより 161(161) 32-35 2014 年 1 月   

 
20. FGMAS-NMR における測定の注意点  

稲角直也 
機器・分析技術研究会大会報告集 2013 2013 年   

 
21. 連携のススメ  

稲角 直也 
技術部報告書 22 31-34 2013 年   

 
22. 赤外分光器を大学祭で公開(繊維とお肌の潤い測定)  

川村和司, 大濱光央, 安達廣, 伊藤彰厚, 稲角直也, 飯島憲一, 平井智美 
機器・分析技術研究会大会報告集 2012 年   

 
23. 狭小部屋における大型 NMR 装置設置について  

稲角直也 
機器・分析技術研究会大会報告集 2012 年   

 
24. 分析測定室グループ研修 各分析機器の特徴の把握 2 と分析測定室の広報  

平井 智美, 飯島 憲一, 稲角 直也 
技術部報告書 21 23-25 2012 年   
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25. Web を活用した分析機器運用システムの構築  

稲角直也 
大阪大学理学研究科技術部報告書 19 2011 年   
 

・招待講演、パネリスト 

1. 核磁気共鳴（ＮＭＲ）について  
稲角直也 
令和６年度 大阪私立中学・高等学校 理科教育研究会研修会（化学部会） 2024
年 8 月 3 日  

 
2. NMR を用いた機器共用システムの構築と展開  

稲角 直也 
東大 物性研 技術部 談話会 2024 年 7 月 24 日   

 
3. 若手 URA-技術職員-事務職員のクロストーク ～研究支援の高度化に向けて～  

川谷健一, 米澤恵一朗, 稲角直也, 久保利樹 
RA 協議会 第 9 回年次大会 2023 年 8 月 9 日  

 
4. 他機関との連携事例紹介  

稲角 直也 
第 35 回産研技術室報告会－第 29 回蛋白研技術部報告会（2022） 2022 年 12 月
16 日   

 
5. NMR Club の活動と連携・人材育成事例の紹介  

稲角 直也 
文部科学省 先端研究基盤共用促進事業 NMR プラットフォームシンポジウム
2022 2022 年 11 月 28 日  

 
6. 研究力強化に資する技術支援の在り方を考える  

稲角 直也 
大阪大学技術職員研修（第３７回） 2022 年 9 月 30 日 

 
7. 「固体核磁気共鳴装置（NMR）の基本理解について」、「実践的な測定技術」、「デ

ータ解析法及び固体 NMR の実際の活用事例」  
安東真理子, 稲角直也 
東海国立大学 統括技術センター 最新型核磁気共鳴装置による固体核磁気共鳴
解析に関する高度技術職員研修  

 
8. NMR スペクトル の見方  

稲角直也, 瀧雅人 
分析装置初歩セミナー 2021 年 9 月 24 日  

 
9. 測定担当者による共用 NMR 拠点の紹介」  

稲角直也 
次世代 NMR ワーキンググループ 第 2 回ワークショップ（蛋白研セミナー・ 
2021 年 3 月 15 日  

 
10. 阪奈共用ネットワークにおける JEOL ハイエンド NMR リモート活用実験  

稲角直也 
文部科学省 先端研究基盤共用促進事業 NMR 共用プラットフォームシンポジウ
ム 2020 2020 年 10 月 23 日  
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11. 「技術職員を語ろう－女性も活躍する仕事－」  

江端新吾, 古谷浩志, 江口摩利子, 稲角直也, 川上恵子 
大阪大学部局横断型女性技術職員ネットワーク発足セミナー 2020 年 9 月 29 日  

 
12. 固体材料における運動性評価 ～低温測定メーカースペックの限界を超えるには

～  
稲角直也 
大学連携研究設備ネットワーク NMR セミナー 2019 年 10 月 25 日  

 
13. NMR 用低温ガス安定供給システム の改良整備  

稲角 直也 
第１７回 JAIAN ミーティング（大阪） 2018 年 10 月 19 日 
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田裕久准教授および亀井稔之教授には、リモート NMR 利用について初期からご助言を
頂きありがとうございます。大阪大学蛋白質研究所の NMR 利用では、補助なし測定資
格認定試験などの対応を細やかにして頂き宮ノ入洋平准教授および児嶋長次郎教授・藤
原敏道名誉教授に心より感謝申し上げます。 

 技術開発の取組みでは、低温ガス供給システムの開発で協力していただきました大阪
大学 日高史郎技術職員、株式会社 MAIN ENGINE 鈴木剛代表取締役には心より感謝申
し上げます。本技術開発は JSPS 科研費 JP17H00296 の助成を受けて開発しました。この
場を借りてお礼申し上げます。NMR INSERT KIT の開発では、製作を担当していただき
ました大阪大学コアファシリティ機構工作支援部門 薮田豊技術専門員、大野功司技術
専門職員に心より感謝申し上げます。 

 学外研究者支援例への協力をして頂き、鶴見大学 大島朋子教授・河井智美博士、大
阪産業技術研究所 井川聡主幹研究員、神戸大学 谷篤史教授には心より感謝申し上げま
す。 
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 企業研究者支援例への協力とご助言をして頂き、ダイキン工業株式会社 足達健二様・
小泉美子様、大阪大学理学研究科 岡村高明准教授には心より感謝申し上げます。 

 理学研究科技術部分析機器測定室の各種活動を遂行するにあたり、分析機器運営委員
会委員長 今田勝巳教授および分析機器測定室技術職員・技術補佐員・特任研究員・特
任研究員 S の皆様、平山里実事務補佐員、理学研究科事務部経理係の皆様にご協力頂き
ましたことをお礼申し上げます。特に平山里実事務補佐員には広報などの企画・運営に
ついて、助言を頂き重ねてお礼申し上げます。最後に TC カレッジの受講に対し予算や
業務にご配慮頂きました理学研究科技術部に厚くお礼申し上げます。 

 


